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高齢社会におけるシルバー人材開発の日台比較観究
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要 とsa 
高齢化の進展において、アジア諮問の中で臼本は最も平く 1970年に「高齢化社会 (agingsociety) J 
となった。台湾は、 1993年65歳以上老年人口が7%を超え、「高齢化社会jとなった。 2018年「高齢
社会 (agedsociety) Jに入り、現在 (2007年の統計)1.12の低い合計特殊出生率 (Toぬ1Fertility Rate， 
TFR)が日本の1.34より低く急速に進行しつつあり、 2019年「総人口減少時代Jに入り、 2027年「超
高齢社会 (post-agedsociety) Jとなると予測されている。
臼本は、台湾より23年程早く高齢化社会となり、高齢者に対する政策と整備などが比較的充実して
いる。特に、台湾においては「少子化Jと「高齢化」が百本より急、激に進行しつつあり、今までの社
会構造を維持・安定するため、中高年齢者の仕事能力を如何に伸ばして活用・開発するのかという課
題が重要である。
本研究は、以上述べた背景によって、所究の動機をつけた。本稿の内容では、「分析枠組みの設定J
を始め、「人口の高齢化と高齢社会J、「日本における高齢者教育とシルバ…人材活用J、「台湾におけ
る老人教育と老人人力活用J、「高齢者能力の発展に対する今後の人材開発j、および「今後の課題と
結論jという 6つに分けられ、修士論文を基に整理したものである。
はじめに
(1) 研究の自的
高齢社会がある程度進展した後、退職後生活又は高齢期生活に対する髄値観やライフスタイルなどは、
徐々に変化していく。高齢化社会の移行段階は、超高齢社会にいたる時期に高齢者の「生活・学習のパター
ン」ゃ「価{悲観」などが移行するに伴って変化している。超高齢社会における高齢者の発展は、エイジン
グ、学習・退職生活の形態、からみると、「リーダー型J、「多様化j、「選択的就業・生涯就業型」などの高
齢期生活である 20
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今後、「高齢者教育jと f高齢期発展jに関する高齢化課題は、次第に重要になってくる。本研究の目
的は、 「定年退職者Jと「前期高齢者 (young-old)2 Jに対する「再教育Jが行われれば、「積極的な労働力J
を中心とする「シルバー人材開発」、つまり「高齢者人材開発Jの可能性があることを証明することであ
る。そして退職後の高針者は、退職後生活に対する満足だけでなく、高齢者教育を通じて社会に再び貢献
する時、地域・国際社会にどのような影響を与えるのかということを検証する。
(2) 先行研究の検討
台湾では、 1993年に高齢社会に入札 1990年代初期から f老人教育3Jゃ「老人人力資源の活用つに関
する研究が始まったが、「老人入力開発J(シルバー人材開発)に関する研究の段階まで達していないため、
まだ研究不足といえる。日本では、 1970年に高齢社会に入札 1970年代後半「高齢者教育つや f高齢者
人材(シルバー人材)の活用・開発6Jに関する研究が始まった。それゆえ本研究では、収集した「定年
退職者の再‘就職」、「老人教育j、「高齢者の社会参加」などに関する文献を分析・考察し、高齢社会に対応
する「シルバ一人材開発jの問題を検討する。それから「シルバ…市民の能力開発Jが台湾でのシルバー
人材の活賠に有益で、あることを検証する。
(3) エイジングの社会理論モデルの検討
エイジングに関する社会理論は、基本的にこれまで蓄積されてきた社会学 (Sociology)や社会老年学
(Social Gerontology) の理論的・実証的研究の蓄えの上に構成されている。以下、簡潔にエイジングの社
会理論形成の歴史を整理する。
エイジングに模する社会理論の中では、 1960年代以降アメリカの医学、心理学、社会学など様々な領域
の研究者が提出した「離脱理論 (disengagementt批 ory)J、「活動理論 (activity白eory)J、「継続性理論 (con-
tinuity theory) Jなどを始めとして展開されている。さらに1960年代から1980年代にかけての「サクセスフ
ル・エイジング (successfulageing) J、1980年代以降「プロダクテイブ・エイジング (productiveageing) J、
1990年代以降ヨーロッパが提唱した「アクテイブ・エイジング (activeageing) Jに関する理論モデルを検
討している。さらに老化に関する新たな概念として、完成・充実の時代を迎えた fサード・エイジ (third
age)Jなどの理論モデルをも検討していく。
① 離脱理論 (dis巴ngagementtheory) 
同!E脱理論Jは、 1961年 Cumming，E. M とHenry，W. E.により、提唱されてきた理論である 70r離脱」
は、「社会システムにおけるそれまでの義務や拘束的な社会関係から解放されることであり、自由になれ
ることであるう (Cumming，E. M" 1963)。また Cockerham，W. c. (1997) 9は、「離脱理論Jを①高齢者と社会
2 Neugarten B.L.によれば、健康で活発で、高学燈で経済カがあり、新しいライフスタイルを作りつつある高齢者の出現と増
加という現象があり、それらの潟齢者を fヤング・オールド (young-old)(65-74歳)Jと呼んだ (NeugartenB.L. Age groups 
in American Society and the ris巴ofthe young-old， Anlluals of the Americall Academy of Political and Social Science， 1974， Vo1.415， 
pp.l87-198.)。
3{余立忠、(1996)["老人教育奥老人社会大泉之規劉奥連作J(社霞号室展季刊第74期}， pp.139ω148. 
4翁慧敏 (1992)r老人入力資源迷用奥;!t問題之採討J<研考箆月刊}， 16巻 5)弱， pp.48-54. 
5河合賢官](1978) ["高齢者教育の方向と人材活用J社会教育誌JVol. 33， No.9， pp.17ω19. 
6斉藤清三 (1979)r高齢者人材活用の運営J文部時報J:i湿号1221，pp.41-45. 
7 Cumming， E.M. and Henry， W.E.， Growing Old; Tlze Process ofDisengagement. Basic Books， NewYork， U.S.A.，1961. 
S Cumming， E.M.， Further Thoughts on the Theory of Disengagement， International Social Science Jo臼rnal，1963，Vo1.l5，pp.377-393.;小
田利勝 (2004)rサクセスフル・エイジングの研究j学文社， pp.66-針。
9 Cockerham， W.C.， The Aging Society (2叫 edition)，Prentice Hall， New Jersey， U.S.A.， 1997 ;小田利勝 (2004)rサクセスフル・エ
イジングの研究j学文社， p.690 
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が桔五に撤退していく過程は自然な過程であり、②この梧五撤退の過程は不可避であり、③それはサクセ
スフル・エイジングにとって必要なことである、という 3つの基本的命題から構成される理論として街潔
に整理した。「離脱理論Jは、高齢期の生き方を語るよで、有名な理論の lつであるが、様々な研究によ
りその妥当性 (validity) は否定されている。「離脱理論jは、アメリカ社会における加齢過殺を表す際に
頻繁に舘われる理論である。しかし Cumming，E. M. (1963) 10自身が論議したのは、「離脱理論jではf病気」
や f貧困Jなどが加齢過程に及ぼす影響については、「考慮しなかったJあるいは f現実の多様な加齢過
程を説明できないjといった批判に応えるであった。
また Rose，A. M. (1964)勺こよると、[離脱理論jは「自民族中心主義の理論」であるとともに、「主要な
社会的趨勢Jを無視していたり、「歴史的・文化的変化」を考慮:していないということを指摘した。さら
に、それは「離脱理論」が「機能主義理論」に依拠しているからだとも雷われている。
一般の人は、 75歳を過ぎる頃から、若干の活動の抵下を示すが、低下の度合いは「離脱Jと断言できな
いほどであるはtchley，R. C.， 1999)九高齢者には、身体的行動が変化しでも、心理的に社会や家族から
離脱したという意識が見られることはない (Atchley，R. C.， 1997)九 Tomstam，L. (1994)勺こよると、 75歳を
過ぎると、内面を見つめ夜す活動が増加することも分かつている。要するに、健康を維持する限り、社会
から積極的に離脱しようとする高齢者は、極めて少ないのである。しかし「離脱理論」が提出した重要な
命題の多くは、ほとんど検証されることなく放置され、極めて成果の乏しいまま、論争は終わってしまっ
た。
② 活動理論 (activity th巴ory)
「活動理論」は、 1972年 Lemon，B. W.が提唱した、多くの社会老年学者により支持されてきた理論であ
る九その理論では「壮年期の社会的活動の水準を維持すること」が、「幸せに老化するJための必要条件
であるとする理論である。「活動理論jの主張は、社会的活動が f高齢者のモラーjレ (morale)Jゃ f生活
瀧足度 (life satisfaction) J を高めるということであり、様々な実践的活動の体験、アメリカの中産階級的
価値観に基づく確信であった。
「活動理論jは f離脱理論jへの批判という視点から論争が長く続いたが、 Havighurst，R. J.やN巴ugarten，
B.しや Tobin，S. S. (1968) という研究者らが、この開題にある程度決着をつけた。彼らは f活動理論jを
f離脱理論jと対比させながら、次のように説明する。健康で身体的機能に轄害がない場合には、高齢者
は f中年層と本質的に問様な社会的、心理的ニーズjを持っている。とくにiJll真調に年齢を重ねている
齢者は、依然として活動的であり、社会的世界の縮小に対抗しているヘj
「活動理論」と「離脱理論jの相違について、 Havighur・st，R. 1.などの萌究者らがもう 1つの点を指摘し
10 Cumming， E.M.， Further Thoughts on the Theory of Disengagement， Int巴rnationalSocial Science Journal， 1963， Vo1.15， pp.377-393. ; 
小回初勝 (2004) サクセスフル・エイジングの研究j学文字土， pp.66ω81。
1 Rose， A.M.， ACurrent Sociological Issue in Social Gerontology， The Gerontologist， 1964， Vo1.4， pp.46-50 ;小間帯IJ勝 (2004)rサク
セスフル・エイジングの研究j学文社， pp.75-76o 
12 Atchley， R.C.， Continuity and Aぬ'ptationin Aging: Creating Positive E.λperiences， Johns Hopkins University Press， Baltimore， U.S.A.， 
1999. 
13 Atchley R.C.， Everyday mysticism: Spiritual development in latcr life. JOllrnal of Adlllt Development， 1997， Vo1.4， pp.123同134.
14 Tornstam， L.， Gero-transcendence: A theoretical and empirical exploration. In L.E. Thomas and S.A.Eisenhandl巴r(eds.)， Aging and the 
Religiolls Dimensiof1， New York: Auburn House， 1994， pp.203-229. 
】5Lemon B.W.， Bengtson V.し，Peterson J.A.， An exploration of th巴activitytheory of aging. Journal ofGerontology， 1972， Vo1.27， pp.511 
信523.
16 Havighurst， R.J， Neugarten， B.L. and Tobin， S.S.， Disengagement and Pattern of Aging， inBernice L. Neugarten ed.， Middle Ageαnd 
Aging， University of Chicago Pr，巴s，1968 (in M.P. Lawton and T.A. Salthouse eds.， Essential Papers on the Psychology of Aging， New 
York University Press， 1998， pp.68-85.) ;小出利勝 (2∞4) サクセスフル・エイジングの研究j学文社， pp.77-81。
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たのは、 「価イ直判断 (valuejudgment)つに罰することであるo 1活動理論jも「離脱理論jも「髄値判断J
を含んでいるが、 1舌勤理論」は近代西洋社会における髄龍として、「活動的でないよりも活動的な方がよ
いJのである。高齢期の新たなパターンに移行するよりは、「中年期に特般的なパターンを維持した方が
よいJということを前提としている。しかし[離脱理論jは、 f均衡状態の方jが不均衡状態よりもよい
と考え、「自然な変化の過程にはおとなしく従った方がよいJということを前提としている。そうした「価
値判断jが含まれる理論を検証することは、容易なことではないが、 Havighurst，R. J.などの研究者は、可
能な限り「価髄告由 (val出 freedom) 18 Jで「客観的な分析・」ができるように、「社会学的・心理学的相互
作用jの尺度や「生活満足毘」の尺震を用意し、それらの諸尺度間の鰐係に焦点を当て、収集された調査
データを再分析した。
Lemon， B. W.によると、 f活動理論jの本震的命題は、「活動度が大きければ大きいほど、生活満足度は
高いjということである。しかし「活動理論」は、多くの社会老年学者により支持されてきた理論である
が、 Lemon，B. W.らの研究以外、体系的に述べられたことも、中心的な命題が現れたことも、ほとんどな
いのである。「活動理論」と f離脱理論jを比較すると、「活動理論Jの方が議論されることが多かったの
である。
③ 継続性理論 (continuityth印刷
「継続性理論Jは、 1980年代末Atchley，R. C.により、「退職 (retirement)Jの研究から出発し、独自の理
論構築が試みられた九この理論は「離税理論jに対する反証として、成人のパーソナリテイ (p巴rsonality)
の安定性・連続性を示す「実証的Jな知見をあげ、それに基づき、「離脱理論」を批判した一連の研究で
あったoAtchl巴y，R. C.は、「離続性理論Jが「活動理論」から生み出すことになった観察結来を説明する
ための初期の試みであったという oAtchley， R. C. (1995) は、「継続性理論」を構成する要素を主に、①内
的構造 (internalstruc防犯)却、~外的構造 (external structure)へ③自壊設定 (goalsetting)、④適応能力の維
持 (maintainingadaptive capacity)の4つに分類している。
中年期顎まで、洗練されてきた生活に対する「価値観Jや「行動パターンJは、高齢期にわたって続け
られている。エイジング(老化・加齢)と同時に、身体的・心理的・社会的に生じる変化に対して、自分
らしさを維持するために、自らの考え方や行動パターンを調整することで対応していることは、高齢期に
も安定した生活を送ることに繋がっている。それは Atchley，R. C. (1999)の研究結采によると、 120年に及
ぶ中年期以降の生活行動を追った調査によると、生活活動に何らかのi葱害が生じても、その人の髄値観
(sense of value)、態震 (attitude)、行動 (action)は、以前と閉じように変わらないことが分かつている。
自分らしくいることは、精神的幸福感 (mental happiness) に繋がっているoJ ということである。このよ
うに Atchley，R. C.によると、職業生活からの引退と伴い、生活の変化が起きることに対して、人々は引退
前と完全に異なる行動パターン、完全に新しい生活の形成により対処するのではなく、円i退前の行動パ
171価値判断 (valuejudgment) Jとは、一定の価値基準により、物事あるいは状態のiE邪、善悪、快苦などを判断することで
ある。「主観の評倒的意識jを言明することができる(石川晃弘 竹内郁郎・滋鵠朗綴 (2005) 社会学小辞典〈新版増補
版>J有斐閣， p.80.)。
IS 1価値自由 (valuefreedom) Jとは、社会科学が認識の客観'1:11:を保つためには、価値判断から自由でなければならないとい
うウェーパーの主張である。ウェーパーの要求は、換に事実判断と価値判断との区別という実註主義的格率に尽きるもの
でなく、理論と実践的評備を区別することで、両者の尊厳を守ろうとするところにあった(向上脅， p. 79.)。
】9Atchley R.C.， A continuity theory ofnormal aging. The Gerontologist， Vo1.29， pp.183-190， 1989. 
201内的構造 (internalsturcture) Jとは、自己概念、個人的問索、人生観、世界観、道徳鋭、態度、倣僚、信念、知識、スキ
ル、気質、好みの方法などが、緩やかに構造化されている。それが、他人と区別される自分らしさを形づくっている。
211外的機迭 (externalstructure) Jとは、社会的役割、活動、社会関係、住賠関係などは、それらが構造化され、他人と巽な
る独自の生活構造やライフスタイルを形づくっている。
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ターン、生活との連続性・継続性 (continuity) を維持しつつあり、対処しようとするのである。さらに
いえば、連続性・継続性を維持できた時の方が、引退後の適応が容易である。実際、多くの高齢者が外部
からの介入がなくても、普通のままに生活を送ることができることを説明する上で、「継続性理論Jは有
効である。
④ サクセスフル・エイジング (successfulageing) 
1961年、 Havighurst，R. J.の“SuccessfulAgeing" と題した論文が、アメ 1)カ老年学会 (TheGerontological 
Society of America)発行の TheGerontology創刊号に掲載された。その後「サクセスフル・エイジングjが
学術用語として広く認められ、老年学研究者の関心を集めるようになった。 fサクセスフル・エイジングJ
は1960年代以降、老年学研究における基本概念及び主要な研究テーマの lつとして、医学、心理学、社会
学など様々な領域の研究者により、多くの研究が行われている。 1980年代以降、あらためて高い関心を呼
ぶようになった。とくに1987年、世界的に著名な科学雑誌 Scienceに掲載された医学者Rowe，John W.と社
会心理学者 Kahn，Robert L.の "HumanAgeing : Usual and Successful"と題する論文である。それから、 Rowe，
John W.を研究代表者とする「サクセスフル・エイジングjに関する大規模な縦新的研究 (longitudinalre-
search) 22の成果が新聞 NewYork Timesに紹介され、 r Successful AgeingJという名づけの啓蒙書おとしても、
出版されたことから、 fサクセスフル・エイジングjに関することは、一般にも広まることになった。
fサクセスフル・エイジングjについて、これまでの研究では、アメリカ社会学者 Palmore，E. B. (1979) 
が取り上げたのは、より包括的には「長寿(longevity)J、f健康 (lackof disability) J、f生活満足度・幸福
(life satisfaction / happiness) Jの3つの要素が統合された概念とみなされている九さらにしawton，M. P. 
(1983) も、「良好な生活 (the good life) J という包括的・多次元的概念としての「サクセスフル・エイ
ジングjの講成の 4つ要素を提出した。それらは、①行動能力 (behavioralcompetence)、②心理学的幸福
(psychological well司being)、③知覚された生活の質(perceivedquality of Iife)25、④環境(objectiveenvironmenり
ということである。
「サクセスフル・エイジングJの研究は、高齢者の f適応研究Jから始まったが、その後萌究では、と
くに高齢者の「心理学的に良好な状態 (psychological wel1欄being)Jに焦点を当て、「適応J という概念は
批判されるようになった。 1960年代アメリカで誕生した{サクセスフル・エイジングjの研究は、その後
社会老年学の基本理論や学説として、研究者に大きな影響力を与え続けることになり、今日古典的理論と
いってもよい「離脱理論jや「活動理論jとは、相当に異なっている。しかし、いずれもそれらに続く「継
続性理論jも「高齢者における適応様式jを説明する理論として構築された。
「サクセスフル・エイジングJは、 Havighurst，R. J. (1961)が述べていることから明らかなように、最初
思 f縦断的研究 (longitudinalresearch) Jとは、つまり「縦断的調交法 (Iongitudinalmethod) Jといわれ、同1[断的議資法 (ver-
tical method) Jの対話である。その意味は、いくつかの社会的思子の問の国果関係を知るために、一定の調査対象につい
て、時間を隔てた2時点で調査する研究である。あるいは、特定の社会集団を長時間連続調資することもある。現主Eから
過去に滋り調査する「遡及調査Jや、現夜から未来へ向かつて追跡する「追跡調資(継続調査)Jとがある(石川晃弘・
竹内郁郎・涜嶋期編 (2005) 社会学小辞典〈新版増補版>J有斐閣， p.288.)。ここに言及したサクセスフル・エイジン
グの縦断的研究は、 rMacArther Foundation Research Network on Succ巴sfulAgingJであることを意味している。
田Rowe，John W. & Kahn Robert L.，Successful Aging， Dell Publishing， Random Hourse Inc.， New York， U.S.A.， 1998. 
0' Palmore， E.B.， Predictor of Successful Aging， The Gerontologist， 1979， Vo1.l9， pp.427-431; Palmore， E.B.， Successful Aging， i詰 G.L
瓦1addoxed.， Encyclopedia of Aging: A comprehensiνe Resource in Gerontology and Geriatrics (2吋 edition)，1995， pp.914-915， 
Springer， New York， U.S.A.; Palmore， E.B.， Successful Aging， inDavid J. Ekerdt ed.， Encyclopedia of Aging， 2002， Vo1.4， pp.l374-
1377， Tomson， N巴wYork， U.S.A. ;小田利勝 (2004) サクセスフル・エイジングの研究j学文社， pp.6-100 おf知覚された生活の質 (perceived司ualityof life) Jとは、家族、友人、活動、仕事、収入、住居に関する「主観的傾依 (s臼b-
jective assessment) Jということである (Lawton，M.P.， Environment and Other Determinants ofWell-Being in Older People， The Ger-
ontologist， 1983， Vo1.23， pp.349-357 ;小田利勝 (2004)rサクセスフル・エイジングの研究j学文社， pp. 6-10.)。
448 
? ?
家恰，田中長治
まったく「個人の側jの関心と要請に関する課題であった。しかし高齢化問題が深刻化している今日では、
「サクセスフル・エイジング」は個人の倶~だけでなく、「社会の側j の関心と要請に関する課題にもなっ
た。その関心と要請ということとは、つまり高齢者が社会の負担にならないように自立した生活を送り、
社会に役に立つ存在であり続けてもらいたいということである。こうした「社会的関心と要請jとしての
「サクセスフル・エイジングjには、如何に応えるかが儲人の側の課題になったということである。
⑤ プロダクティブ・エイジング (productiveageing) 
「プロダクテイブ・エイジングJ(生産的高齢化)という概念は、 1970年代半ばに Butler，R. N.却により
提唱された。「フ。ロダクティブ・エイジングjとは、躍用労働やボランテイア活動への参加、家族への支
援、自分自身の生活機能の自立性の維持を実現する高齢者の傭人的能力ではなく、「集団的能力」を意味
する。その概念は、加齢とともに生産性が正比例の関係にあることや、高齢者の生産的能力がエイジズム
(ageism)27、雇用への障害、そのほかの慣行により、活かされていないという事実に注意を喚起するため
である。
1980年代に入り、社会政策の展開に呼応し、アメリカにおいては fプロダクティブ・エイジングjの概
念が登場してきた。この概念は、当時の高齢者や研究者、政策担当者のニ…スに応じた時代的背景がある。
すでに研究者の間では、ライフコース (lifecourse) の研究が展開され、単なる年齢 (chronologicalage) 
のみが、高齢期の活動を予概する良い変数であるとはいえないことを明らかにしつつある。そして一方で、
は、この時期はエイジング研究に「ライフコース・アプロ…チ」が応用され始めたのである。研究者は高
齢期のみに焦点を当てるのではなく、ライフコースを通じた「生漉人開発達Jに関心を移し始めていた時
期でもある。ライフコ…スのアプローチが、生援にわたる人開発達と歴史変動というダイナッミクな規点
から、エイジングの研究を積極的に讃み重ねてきた実績が、「プロダクテイブ・エイジングjの発想を理
論的に裏づけたといえるであろう。
1980年代後半、 Bass，S.とMorris，R.が退職した人が長期にわたって、社会的・経済的に意味のある役割
から排除されたままでいることや、人生の目的意識を急速に失った数多くの高齢者が出現するおそれがあ
ることを指摘した。したがって、「プロダクテイブ・エイジング社会話」を建てる必要性があると説いた。
それに高齢者に対する「公正な資源配分」を行うために、高齢者の生産的社会参加に対する差別的な制度・
積行などの障害を除去する必要性があることをも指掃された。しかし「プロダクテイブ・エイジングjの
理論は、「高齢者の経済活動への参加」に懸念が偏り、高齢者に就業を強制することになりかねないとい
う批判が、高齢期生活における「内面的な充実的活動」や「精神的活動Jなどの重要性を軽視していると
いう批判がある。さらにここには、望ましい高齢期のライフスタイルに関わる f価値観Jが、「政策論j
との対立として現れているという発見がされてきた。
⑤ アクテイブ・エイジング (activeageing) 
「アクテイブ・エイジングjの概念は、とくに1990年後半以降、 ILO(the Intemational Labor Organization， 
おButler，R.N.， Why Sllrvive? Being Old in America， f加perand Row， New York， U.S.A.，1975 ;内酪耕二監訳 (1991)r老後はなぜ、
悲郎なのか?アメリカの老人たちの生活jケヂカルフレンドネ土，日本東京。
2iエイジズム (ageism) とは、「高鈴草子差別jということである。 1968年にアメリカ加鈴協会 (Am巴ricanInstitute of Aging) 
会長Butler，R.N 博士が初めて使った用語である。エイジズムは年長者に対する f否定的なステレオタイプjを意味する。
つまり、高齢者は采けており、頑思な態度を持ち、心潔的・社会的に依存的であるという偏見が見られる。高齢者差別は、
欧米社会の人口の高齢化に伴い政治的論点として重喜きになってきたoi新しい高齢者差別 (new ageism) Jは世代間の対立
を意味し、年長老が「与える者 (givers)Jではなく、 「受ける者 (takers)Jになっていると非難される (NicholasAbercrom-
bie， Stephen HiIl and Bryan S. Turner， T/ze Pengllin Dictionary of Sociology， Penguin Books Ltd.， Harmondsworth， Middlesex， U.K.， 
1984 ;丸山哲央段訳・編集 (1996)r社会学中辞典jミネルヴァ書房， p.10.)。
28 Bass， S.& Mo汀is，R.，“New class inAmerica: A revisionist view ofretirement，" SociaZ Policy， 1988， VoLl8. No.4， pp.38-43. 
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菌表 1 rアクティブ・ヱイジングjのための3つの柱
一政策的フレームワーク
*出典:WHO (2002)， Active Aging: A Policy Framework， Figure14， p.45 
(http://whqlibdoc.who.intJhql2002IWHO_NMH_NPH_02.8.pdf)より引用。
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国際労働機関)や WHO(the World Health Organization)などの国際的な政策展開、かっ最近の欧米と日本
における社会学研究の中で、積様的に用いられ始めている。
まず、国際的な政策展開について述べよう。エイジングに関する盟際的な政策を展開する WHO(2002)
によると、「アクテイブ・エイジングjの定義は、年をとっていく中で、生活の質 (qualityof life) を高め
ていくために、 f健康 (health)J、「参加 (participation)J、「安全 (security)Jのための機会を最大化するプ
ロセスである(図表1)へここにいう「アクティブ (active)Jとは、単に身体的にアクティブにあたり、
あるいは労働市場に参加するということだけではなく、「社会的J. r経済的J. r文化的J. r精神的」な活
動や「市民活動への参加jを継続するという意味が含まれている。それにケア (care) を必要とする高齢
者であり、すべての高齢者の健康寿命 (healthIife expectancy) を延長し、生活の質の向上を閣っていくこ
とが、 fアクテイブ・エイジングJの究極的な目的であるという認識が、 WHOの政策理念には含まれて
いる (WHO，2002) 0 
fアクテイブ・エイジングjは、ヨーロッパを中心に積極的に用いられ始めた概念であり、 EUの高齢
者政策にも活動的に関わるイギリスの社会学者Walker，A. (2002)は、「アクテイブ・エイジングJの概念
を理論的に整理している点で示唆的である泊。 Walker，A. (2002) によると、「アクテイブ・エイジングjは
1990年代に WHOの影響を受けて登場した概念であり、そのため高齢賠の「活動 (activity)Jと「健康
(health)Jと密接に爵連し、「健康的な老い(healthyaging) Jを重規する概念である oWalk巴r，A. (2002， p.123) 
によれば、アメリカの「プロダクテイブ・エイジングJが、「対価が支払われるべき (haveto be paid for) J 
物やサ…ピスを生産するための「高齢者の経済活動への参加jに陥りやすいことを指摘した。これに対し
て、「アクテイブ・エイジングjは、より広い意味での様々な活動に焦点を当て、「市民 (citizen)Jとし
ての高齢者 (seniorcitizen)の「包括 (inclusion)Jゃ「参加 (participation)Jを強調する概念である。さら
にその概念に対して、 Walker，A. (2002， p.124)は「アクテイブ・エイジングjを、心身的な健康を長く維
持するための「ライフスタイル全体の戦略 (generallife-sty le strategy) Jであると解釈している。その解釈
からみると、「アクティブ・エイジングJは、「プロダクテイブ・エイジングJの「高齢者雇用の促進jと
f社会参加jという中心的な要素を含んだより広い概念であり、とくに f生活の質 (qualityoflife) Jとf精
拍「アクテイブ・エイジング (activeageing) Jの定義は、原文により引用する:“Activeageing is th巴processof optimizing oppor-
tunities fo1' health， participation and security in o1'der to enhance quality of life as people age." ( WHO， ActIνe Aging: A Policy Frame叩
work，2002，p.12，http://wh司libdoc.who.in出q/2002川信O_NMH_NPH_02.8.pdf)
却Walker，A.， "AStr品tegyfor Active Aging，" Internαtional Socia! Security Review， 2002， Vo1.55， Isuel， pp.121-139 ; I諮問信彦 (2006)
fアクテイブ・エイジングの社会学jミネルヴァ議房， pp.8-150 
?
豊中
?
恰，家
? ?
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図表2 アクティブ・ヱイジングの7つ原剥
ーイギリス社会学者Walker，A. (2002)の視点…
高齢期の「活動 (activity)J は、給料を支払われる雇用や生産活動に限定することなく、高齢者自
身やその家族や池域コミュニティ、広くは社会全体の安寧・幸福 (well叩being) に貢献する fすべ
ての意味ある行為 (almeaningful pursuits) Jで構成されること。
病弱な依存した高齢者を含めた「すべての高齢者(前期高齢者と後期高齢者)Jを対象とすることo
f老いるプロセス」という f予防約な (preventive)J概念であること。
世代間の連帯 (intergenerationalsolidarity)の維持を重視すること。
f権利jと f義務」とともに、持ち合わせる概念であること。
様々な活動に高齢者の参加動機づけとエンパワーメント(empowerment)などの政策を促進するこ
① 
?????
と。
医j家や文化の多様性 (diversity)を尊重すること。⑦ 
*出i典:Walker， A.，“'A Strategy for Active Aging，" Internαtional Social Security Review， Vo1.55， Issuel， 2002， pp.121-139より
整理し、作成。
神的・身体的な健康(well-being)Jを強調する概念であるといえるであろう (EuropeanCommission， 1999)九
上述したような視点に立ち、 Walker，A.は「アクティブ・エイジング」に関する 7つの原則を取り上げ
ている(国表2)。それら 7つの原則は、「アクテイブ・エイジングJが「市民Jと「社会jのパートナ
シップに碁づくことを示唆している。このパートナーシップにおいては、「国家 (state)Jの役割は重要で
あるoWalker， A. (2002， p. 125) によると、国家は高齢者の市民権(cItizenship) に基づき、市民とし
齢者の活動を促進し、かつ必要に応じて、できるだけ「質の高い社会的保護jを長期間にわたって、提供
するものとして位置づけられる。実践、「アクティブ・エイジングJは、 EUのエイジング政策の理論的
パックボーンとなっている。「アクテイブ・エイジングJの概念は、健康というミクロの次元からの視点
だけでなく、それを可能にする社会政策というマクロな次元に至る広い視点まで再構築しておいている。
さらに日本社会学の領域においても、社会学者の船津衛 (2003) は、「アクティブ・エイジングjの視
点から考察し、「高齢者のイメージの転換が必要である勺ことを指摘している。船津によると、現代社会
においては、「老いjには「寝たきりjや「ボケJなどのネガティブのイメージが強く付与され、高齢者
自身において「老いjをいかに回避するかが主要な関心のこととなってきたという。また船津は、「老いj
や「衰えjを認めないのではなく、老いていく過程を前向きに受け止め、生きていくという新たな規範が
必要であると主張する。つまり「高齢者自身の新たなコンストラクション (construction)Jの提唱であるおo
if老いjのプロセスは、単なる喪失以上のものであり、衰退というより、変化・変容を通じ成熟がなさ
れている。高齢者においては、過去が再・構成され、それをよりどころにして現在への意味づけがなされる。
過去から意味を引き出し、現在を解釈し産すことにより、新たな意味を創造することができるJと述べる九
さらに船津衛は、穣極的な社会参加により、他者からの世話を受けるとしても、過度の依存ではなく、「依
存と自立の共存によって、単なる客体から主体へとなり、新たなものを創り出す『アクテイブ・エイジン
グjが自指されるようになる35Jと述べ、「アクテイブ・エイジング文化の創出の必要性jを強調している。
31 European Commission， Towards a Ew百'pe01 al ages， Bruss巴Is:European Commission， 1999. 
U 船津衛 (2003)r高齢者の自我J辻正二・紛i新総括著 fエイジングの社会心理学j北樹出版， pp.41-550 
担船主幹衛， 向上苦手，pp.49-54。
お給i幸衛，向上番， p.530 
お給i事衛， 向上主主， p.520 
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以上、最近の「アクティブ・エイジングjの概念を取り上げた諸研究を整理したが、個々の研究によれ
ば、「アクテイブ・エイジング」の定義は研究者により、多少の相違はあるものの中年期・高齢期におい
ても「衰退Jを受け入れながらも、 1 i苫動的にJ生きていく老いの様式という点では共通である。それに、
由来の隠居文化に代わる「創造的な老いを支える新たな文化的・社会的規範jを意味するものと捉えるこ
とが可能であろう。
⑦ サード・エイジ (thethird age) 
「サード・エイジJという概念は、 1987年から高齢化問題を議論した代表的な研究者が、設史社会学者・
人口学者の Laslet，P.である部。 Laslet，P. (1996) は、誕生から死までの人間の一生を、「ファースト・エイジ
(the first age) Jである f依存・社会化・未熟・教育の時代」、「セカンド・エイジ (thesecond age) Jであ
る「成熟・自立・生殖・稼ぎと昨蓄・家族と社会への責任の時代j、「サード・エイジ(めethird age) Jで
ある「完成・充実の時代J、「フォース・エイジ (thefou民h ag巴)Jである f依存・老衰・死の時代jとい
う4つの段措に分類した。その「完成・充実の時代Jとしてのサード・エイジにおいて、個人的にも社会
的にも充実させることが、現代産業社会の高齢化という人口構造の変化に付与される否定的なイメージを
払拭し、より「肯定的な高齢化のイメ…ジ (positiveaging image) Jを講築することに通じると考えたので
ある。
Laslet， P.によれば、「サード・エイジ」を人生の最盛期や完成期・充実期と泣置づける。「ファ…スト・
エイジjと「セカンド・エイジJは、その準備段階の時期といえる。しかし、人生の最盛期ということは、
その始期や終期は「他人の主観的な判断Jにより異なる。「個人の人生の百標Jや「生き方j、及び「身体
的活動能力Jや「健康度Jにより違うからである。ところが、 Laslet，P.が「サード・エイジ」は、 1I替の
年齢」とは無関係?あることを繰り返し強調しでも、「サード・エイジJは何歳ぐらいの時期を指すのか
という関心や疑問が生じるのも当然のことである。実際に、 150歳から75歳までjの時期を指して{吏われ
ることが多いといわれる (Walker，A.， 1996)。
さらに最近では、 40歳以降とみなされることもある (Sadl巴r，W. A.， 2000) 3i 0 しかし就学期を除けば、
暦の年齢と対応させ、人々のライフ・コースを明確に毘切ることができなくなった、おおざっぱとも思え
る4段p皆説が意味を持つといえるのであり、そうすることにより、高齢化社会における「ライフ・コースJ
の問題がより的確にとらえられると判断されるからである。要するに fサード・エイジJが 150歳から75
歳までjとされるのは、そうした関心や疑問に便宜的に与えた問答ということになる。
そのほかに、アメリカ社会学者Sadler，W. A. (2000)は、 fサ…ド・エイジjという、そのままの題名の
した、その副題を140歳以降の成長と再生のための6つの原剤jとしている部oSadler， W. A. (2000) 
によれば、年齢を重ねるということは、これまでは一般に 15つのひjと関連付けられてきたという。そ
れらは IDecline(衰退)J、IDisease(病気)J、IDepend巴ncy(依存)J、IDepression(憂欝)J、IDecrepitl政
(老いぼれ)Jである。それに対して、これからの人生の後半期は 15つの RJにより、特徴づけられる
ような生き方が求められるという。それらはIRenewal(再生)J、IRebirth(援興)J、IRegeneration(新生)J、
IRevitalization (護活)J、IR匂uvenation(若返り )Jである。そしてそうした生き方を実現するため、図表
3 1サード・エイジの6つの原則」で整理してきた 15つの DJと 15つの RJと 16つの原則Jとの関
係を、詳細な事剖研究に基づき議論している。
部Laslet，P. A Fresh Map of Life (2叫 edition)，MaCmillan Press， U.K.， 1996 ;小田利勝 (204)rサクセスフル・エイジングの研
究j学文社， p.152o 
幻 Sadler，W. A.， The Third Age: Six Principles for Personal Growth and R中venationafter Forty， Pers巴usBooks Group， U.S.A.， 200. 
お Ibid.
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図表3 iサード・ヱイジ」の6つの原期
アメリカ社会学者Sadler，W. A. (2000)による解釈一
5R 
Renewal (再生)
Rebirth (復興)
Regenera説。n(新生)
Revitalizations (復活)
恥juvenation(若返り)
5D 
Decline (衰退)
Disease (病気)。ependency(依存)
Depression (愛慾)
D巴crepitud巴(考L刈まれ)
fサード・エイジjの6つの原員Ij
① 熟考と冒険のバランスをとること。
② 現実的な楽綴主義の発展を実現すること。
③ 「サード・エイジャーJとしての自己認識の
i函養を持つ乙と。
④ 労働と遊びのバランスをとること。
⑤ 個人的自由と親交のバランスをとること。
⑥ 自分や他人、地球に，思いやりのある人生の様
築をすること。
*出典:Sadler， W. A.， Tlze Third Age: Six Principles for Personal Growth and Rejuvenation after 
Fo託y，Perseus Books Group， 2000より整濁し、作成。
それらの原射に関する詳しい説明は省略するが、 Sadlerはそうした原射に従った「サード・エイジjの
新しい生き方モデルを提唱し、「サード・エイジJを「第2次成長 (thesecond growth) Jの時期として取
り扱っている。さらに、「サード・エイジjにおける fサード・エイジャー (thethird agerけを必要とす
る「ライフスキル (lifeskill)勺については、その閣の社会的・経済的・文化的条件に強く規定される(小
田和勝， 1998)へしたがって、「サード・エイジjに関わる国境・文化を越える比較研究、また「性差」
を始めとする様々な「偶人差Jなどが、今後の研究課題となろう。
以上に述べてきた fエイジングの社会理論の諾モデルJの結論については、すべてにおいて習意すべき
ことがある。それは必ずしも完全無欠ではないということである。理論の多くは、およそ暫定的である。
とくに、エイジングの社会的アプローチである「社会老年学 (socialgerontology) Jの分野は、生物学的あ
るいは行動科学的アプローチと比較し、理論志向より「問題解決志向jが強いといわれる。そのため、 f理
論的発展の欠如 (lackof theoretical development) Jが見られる分野でもある (Johnsonet al.， 2005)410 理論と
四Chiva，A.によると、 「サード・エイジJにおける生活変化に@:i!iiする倒人は、各種のスキルの組み合わせである能力(ぬili-
ties)または手段・道具 (tools)、すなわち認識過程における「思考能力J、情緒過程における「感情表現能力J、行動過程
における日舌動能力」により、状況に対応することが求められる (Chiva，A.，“M納得ingChange in Mid and Later Life，" In Joanna 
Walker ed.， Changing COllcepts of Retirement， Arena， Ashgate Publishing Limited， U.K.， 1996 ;小沼利勝 (2004)rサクセスフル・
エイジングの研究i学文社， p.159.)。
必小包初勝(1998)I退職に関する新たな視点とサード・エイジの生活課題J神戸大学発達科学部研究紀要j第5巻第2-1予，
pp. 117 -1330 
，1 Johnson， M.， Bengtson， V.， Coleman， P.and Kirkwood， T.， Tlze Cambridge Handbook of Age and Aging， Cambridge University Press， 
2005， p.13 ; i訪問信彦 (2006)rアクテイブ・エイジングの社会学jミネルヴァ書房， p.6. 
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題表4 世界ならびに先進・陸上地域の高齢化
(%) 
26.8 
韮 20
:t 
以
上
λ 
口
寄1
.6. 
悶
0 
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*出典:臼本関立社会保障・人口問題研究所 (2007)r人口統計資料集jより51用。
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いうものは、その状況を的確に説明できる場面にしか採用されない効果的である。いずれの観点が正しい
かを論じることは効果がなく、実際的社会の変化に応じて理論を修正していくのがより大切である。
人口の高齢化と高齢社会
(1) グローバル・ヱイジングと国際的取り組み
世界全体の高齢化率は、 2000年6.9%であり、 2050年15.6%になると予測されている(鴎表4)。先進諸
国の高齢化率は、 2000年既に14.3%であり、 2050年26.8%に遠すると予測されている(関表4)。人口の
高齢化は、そもそも欧米諸簡の課題であった。 1864年からフランスを始めとして、スウェ…デンでは1887
年、 20世紀に入ってからイタリア、イギリス、ドイツ、アメリカ、カナダ、スペインなど、是正に高齢化率
が7%に達した、高齢者の増加が早くから見られた位。
しかし、高齢化率の倍化年数旬、らすると、欧米諸国における人口高齢化の進展は、日本とアジア諸国・
地域と比較し、相当に緩やかである。一方、日本と中圏、韓国、台湾、香港、シンガポールなど東アジア
諸国・地域の倍化年数は、平均的にわずか23年であるのに対して、フランスは115年、スウェーデンは85
年であった。つまり、東アジア諸国・地域の人口高齢化は遅れて始まるが、急激に進行している現状があ
る。
グローパル的な高齢化をもたらした諸問題に対して、国連が1992年から2002年にかけて一貫とする間際
的取り組む活動を行った。 1982年、関連が「高齢化に関する世界会議 (WorldAssembly on Aging， WAA) J 
をウィーンで開催した。 124か出もの代表が参加し、先進諸国や酪際機関は高齢化問題に関わる際心の高
さに驚かされた。その会議では、 「高齢者の人権の尊重Jと「福祉施策の推進Jなどを目指し努力した「高
齢化に関する国際行動計酒 (IntemationalPlan of Action on Aging) 44J が採択された、 10年後に進行する状況
42 World Population Prospects， The 2006 Revision， Population Division， Population Estimates and Pr句ectionsSection， Department of 
Economic and Social Affairs (DESA)， United Nations， New York， U.S.A.， 2007， (http://www.un.orダesa!populationlpublications/wpp
2006.パνPP2006_Highlights_rev.pdf)
13r倍化年数」とは、高齢化塁手は 7%を超えてからその倍の14%に逮ーするまでの所要年数ということである(フリー百科事
典 fウイキベデイア(Wikipedia)Jhttp://www.wikipedia.org/)。
4 United Nations， Intel7lationα1 Plan of Action on Aging 1982 
(http://www.monitoringris.org/documents/norm_glob/vipaa.pdf#searchピInternationalPlan of Action on Aging 1982' )弁上英夫
妻5・a本高齢者NGO会議協力 (2003)r高齢化への人類の挑戦一国連・高齢化国際行動計薗2002j務文社， p.12。
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を評価することを予定していた。しかし、参加各国の高齢化社会状況や高齢者事情の違いなどの原因があ
り、 1992年に予定された WAA会議は開かれなかった。それにもかかわらず、国連が1991年と1992年の総
会では、「高齢者の自立 (independence)J、「参加 (participation)J 、「ケア (care)J、f自己実現 (self-fulfill-
ment) J 、「尊厳 (dignity)Jの5つ原則を築き、保障すべきとする f高齢者のための国連原尉 (UnitedNations 
Principles of Older Persons) 45 Jを規定した。
1999年、国連は全世界が高齢化問題に取り殺むよう「高齢化に関する宣書 (Proclamationon Aging) J を
提唱し、高齢化問題へ喚起を図るため、「回路高齢者年(InternationalYear of Older Persons， IYOP)46J とす
るなど、総会決議した。その際に、注目しなければならないことは、 1982年 WAAウィーン会議の理念を
超え、高齢者は f社会の一員J として、社会参加しようという「プロダクティブ・エイジング (productive
aging) Jや fアクテイブ・エイジング (active aging) Jを提唱した。さらに、 fすべての世代のための社会
を目指して (towardsa society for al ages)つという理念を「国際高齢者年Jのスローガンとしている。 2002
年スペイン政府の協力により、国連は「第 2回高齢化に関する世界会議(SecondWorld Assembly on Aging) J 
をマドリッドで開催した。この第2沼会議は、「高齢化問題は行政だけでは対花、し得ない、広く人々が知
恵を出し合い、行動しなければならない問題であるjとして、専門家会議やNGOフォーラムが行い、こ
れらの内容を取り入れる形で政府会議が関かれている。
この会議は、「高齢化に関するマド1)ッド国際行動計酪2002(the Madrid International Plan of Action on Ag-
ing，2002)4SJを実施するため、「マドリッド政治宣言 (Madrid Political Declaration) Jを採決した。その宣
言の17項では、 f高齢化対策における主導性や行動計甑の実施は政府が一義的な責任を持つものの、政府、
自治体、教育・宗教関係機関、市民社会組織、民間企業、地域社会、高齢者個人、家抜、メディアなどの
パートナーシップ (p脱出rship)が不可欠である49J と提唱している。こうした一連の動き、特に1990年以
降、それは発展途上池域の高齢化対葉を最重要課題として認識しているものである。
(2) 器本の人口高齢化と超高齢化社会
総務省統計局の『国勢調査報告jによれば、 2005年日本の人口は約 l億2，777万人で、あった。そのうち
65歳以上の人口は2，567万人であったから、総人口の20.16%が65歳以上の高齢者だったことになる九す
なわち、現在日本の高齢化の状況は、 5人に l人が高齢者となっている。また、 2006年日本人の平均寿命
45 United Nations， United Nations Princかlesfor OZder Persons， 1999 (http://www.un.org/esalsocdev/iyop/iyoppop.htm) ;河上番，
pp.217ω2200 
.16間違は、「悶1芦高齢者年(InternationalYear of Older Persons， IYOP)に対する理念は、次の原文を参照されたい:
“The Gen巴ralAssembly decided to observe the year 19型9as the Intemational Year of Older Persons. The Year was celebrated by al 
sectors of society， inal concerns of th巴globe.Vies highlights of the year's many activities in the international community of Member 
States， United Nations system， Intergovernmental Organization， NGO's， aswell as the private sector." 
“The Year was celebrated in recognition of humanity's demographic coming of age and the promise it holds for maturing attitudes and 
capabilities in social， economic， cultural and spiritual understandings， not least for global peace and development in the next century. " 
(United Nations， lnternational iセarof OZder Persons 1999， (http://www.un.org/esalsocdev/ageing!iyop.html) 
17 United Nations， lntemational }加rof Older Persons 1999， (http://www.un.org/esalsocdev/ageing/iyop.html) 
18 Unit巴dNations， Report of the Second World Assembly on Aging， 2002 (http://www.un.org!esalsocdev/ageing/madrid_intlplanaction. 
html) 
"'1m速は提唱された「マドリッド政治笈言 (MadridPolitical Declaration) Jが全部19項あり、その中の17項より次の版文を参
2告されたい:
“The implementation of the International Plan of Action on Ageing， 2002 will require the partnership and involvement of many stake-
holders: professional organizations; cooperatives; research， academic and other educational and reIigious institutions; and the media." 
(United Nations， Political Declaration， Report of the Second V¥匂rZdAssembZy on Aging， 2002， http://www.un.org/esalsocdev/ageing/m告
drid_resolutions.html) 
自国支社会保障・人口問題研究所 (2007)r表2 5年齢別人口および増加率:1884-2005年jや「表2-6人口の年齢構
造に関する指標:1884-2005年J(http://www.ipss.go.jp/syoushikaltohkeilPopular/Popular2007 .asp? chap=O)。
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図表5 日本の人口ピラミッド
t露支〕
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*出典:日本総務省統計局 (2007)r第二殺 人口.[畳帝J日本の統計jのfグラブ 4 日本の
人口ピラミッドJ(http://www.stat.go・jp/data!nihonlg0402.htm) より 51用。
(注 1)統計の時期は、 2∞5王手10月1日である。
(注2)90歳以上人口(男性は25万5，772入、女性827J1，672人)については、省略した。
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(平均余命)は、男性は79歳、女性は85.81歳であった九今後、総人口に占める65歳以上人口の割合は、
して上昇し続け、 21世紀の中頃2.5人に 1人が高齢者になると予灘されている位。
高齢人口の増加は、 2045年頃まで続くと予想、されているお。高齢人口のピークは、第 2次ベビーブーム
(1971-1973年)に生まれた人々が高齢人口となった時に到来する。日本の「高齢化率Jは、 1926年から
1930年にかけて若干低下した後、増加し続け、 1970年には 7%に到達し、 f高齢化社会jとなった。 1995
年14.5%に遼して「高齢社会Jとなり、高齢化率は 7%から14%になるまでの「倍f七年数jは約24年であっ
た。
「高齢人口の割合」は、今後も増加し、現在2007年には高齢化率は21.5%に到達し、「超高齢社会jとなっ
ている。さらに、 2050年には39.6%に達すると予測されている九日本の人口を考えるよでは、 1995年が
1つの分岐点になっている。それは、この年以降、 f生産年齢人口Jが減少し始めたからである。それ以
前は、「高齢人口Jが増加しでも、 f生産年齢人口Jもまた増加していた。しかし今後は、「年少人口jと
時様に、「生産年齢人口Jも減少するO これから増加するのは「高齢人口Jだけであると見込まれている
のである。また国表51"日本の人口ピラミッドJによると、日本男女の割合は年齢とともに変化する。年
齢が高くなるにつれ、高齢世代の女性の割合が高くなる。 2000年の65歳以上の女性が庄倒的に多い。高齢
になるにつれ、女性の寿命が男性より長く、「女性高齢者が多いことjは高齢世代人口の重要な特徴の l
つである。それも呂本の人口高齢化において、住居しなければならない1つの現象がある。
(3) 台湾の人口高齢化と高齢化社会
中華民国(台i湾)内政部統計処によると、現在2007年台湾の人口は約2，300万人である。そのうち、 65
歳以上の高齢人口は約232.7万人であるから、総人口の約10%が65歳以上の高齢者で、あることになるお。す
51日本厚生労働省 (2007)r日本人の王子均余命平成18年 (2006年)J (http://www.mhlw.go・jp/to日kei/saikin!hw/life/life06/01. 
html)。
印日本内隠府 (2007)r王子成19年版 (2007年版)高齢社会自主審j
(http://www8.cao.go.jpikourei/whitepaper/w同2007/gaiyou/19pdf_indexg.html)， p.20 
臼向上苦手， p.20 
'"向上書， p.20 
話中華民!翠(台湾)内正文部戸政司 (2007)r近年我図老年人口数一覧表J(http://sowf.moi.gov.tw/04/07/1/1-03.htm)。
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顕表6 台湾の人口ピラミッドの変容 (1961-2036年)
15 
65 
撮
30 
，?• • ?• 
25 20 15 10 5 0 0 5 10 15 20 25 
(10，∞0人)
*出典:Iヨ本財団図番館(電子E話番手豊富)(2∞7) r東アジア地域高鈴化問題研究一台湾の人口高鈴化と高齢者福祉Jr図1-7 J 
(http://nippon.zaidan.info/seikabutsu/1996/00145/contents/008.htm)より引用。
なわち、台湾の高齢化の状況は10人に l人が高齢者となっているが、日本の場合は5人に l人が高齢者と
なっている。また、 2007年「重陽節jの敬老活動には、台湾の100歳以上の高齢者(センテナリアン・ cenω
tenarian)は、 997人であり、 2006年に比較すると125人を増加している問。一方、 1996年の100歳以上の人
口は、わずか440人であったところから考えると、この10年で2傍以上増やしている。この10年閥、台湾
人の長寿人数は、 2倍ほど増加するという驚異的状況になっている九この現象は、「高齢化社会jの明ら
かな特畿である。また、 2006年台湾人の王子均寿命(平均余命)は、男性は74.86歳、女性は81.41歳であっ
た開。
今後、総人口に占める65歳以上の高齢人口の割合は、上昇し続け、 2050年頃2.7人に 1人が高齢者にな
ると見込まれている問。また日本と閉じように、 1950年以降、台湾の総人口は増加し続けているが、人口
の増加数は1953年と1977年に 2つのピークがあった。これは、ベピーブームの発生した時期は日本に比べ
ると少し遅れたが、日本の人口増加と同様に第 2次世界大戦後の第 l次ベビーブームと、 1970年代後半に
起きた第2次ベピーブームである。他方、戦後すぐは高齢者人口の割合は非常に低かったが、徐々に増加
している。 1949年わずか2.5%であったが、その後、 1971年3.0%まで上昇し、 1978年4%となり、 1983年
5.1%となり、 1989年6.0%となり、ついに1993年7.1%に達し、「高齢化社会Jになった。現在2007年、
齢化率は10.05%に達した。 2018年、高齢化率は14.34%に達し、いわゆる「高齢社会」に突入していくと
予測されているヘ同時に、総人口の減少が始まり、日本と開じような「少子高齢社会Jに入ると見込ま
れている。さらに、 2027年には高齢化率は21.45%に到達し、 f超高齢社会」になると予測されているヘ
台湾の高齢化社会が進展する時間は、日本に比べると、約23年ほど遅いことになる。
%中華民国(台湾)内政審f，統計処 (2007)r内政統計通報 (2007年第38週)J (http://www.moi.gov.tw/stat/)。
幻中華民国(台湾)内政部社会司 (2006)r表4…庭、年百歳以上人瑞統計J(http://sowf.moi.gov.tw/04/07/1/1-04ぷm)。
問中華民間(台湾)内政審f，統計資訊服務網 (2007)r民問95年 (2006年)簡易生命表提妥分析J(http://www.moi.gov.t、.v/stat/)。
由中努民国(台湾)行政i涜経済建設委員会 (2∞7)r表05-翠間地鼠人口三階段年齢結構一中教佑 (2006-2051年)J
(htゆ://sowf.moi.gov.tw/04/07/1/ト05.h以tm
師中主華彦民留 (台湾)行正欽酎主幻i筏淀経I済斉E建主設委員会， 前掲撃手 (http://sowf.moi.gov.tw/04/07/1I1-05.htm)。
61中芸者民間(台湾)行政院経済建設委員会，前掲議 (http://sowf.moi.gov.tw/04/07/1Il角的ぷm)。
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2 日本における高齢者教膏とシJレバー人材活患
(1) 日本における高齢者数膏の概況と特色
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日本の高齢者教育の歴史を簡単に振り返ってみよう。 1954年に開設された長野県伊那市にある光久寺の
住職が主寵する「楽生学国」は、日本高齢者教育の民間における先駆けである o 1969年に開設された「高
齢者教脊機関Jである兵庫県古川市の「いなみ野学園jは、 1973年から国の制度的な取り組みとして、文
部省が「高齢者教室Jの開設に乗り出した。それは、日本が高齢化社会に突入した前後のことであった。
それ以後、全国自治体に「老人大学Jが開設されていき、 1983年段階では都道府県、政令指定都市の約50%
に設置されている。その中で、 1977年開設の f世田谷IR老人大学J、1979年に開校した「北九州の周望学
会j、「せんだい豊齢学鴎」などの豊富な「経験Jを参考しながら、日本高齢者教育の3つ特色をまとめて
きた(高橋泉， 1999， pp.97-103)。それは、
① 生きがいを創造するための教育であること
この特色からくる高齢者教育の課題は、「知何に主体的に学び、行動する姿勢を創り出すか」というこ
とである。実利的な手段となる教育ではないのであるから、受動的に講義を聴講するだけでなく、積極的
に参加していく姿勢が絶えず必要であろう。例えば、授業は「ゼミナ…ル&ワークショップJや「社会の
現状を体験的に学ぶj、「社会参加」という形式が求められる。
② 教師と学生に逆転した年齢差があること
高齢者教育では、学生は教師より年上のことが多いため、長幼の序からくる教師の権威が成り立ちえな
いのである。逆に「世代間の相互理解の機会Jとして、プラスに利用することも可能であるへすなわち、
互いに相手の価値観や行動様式を異なるままに、認知し合うように努めることであり、一人の教師との対
話という形式だけでなく、接数の若い世代と高齢者たちがテーマを決め、討論するという試みを繰り返す
ことも、「世代間の棺互理解」を促進するためには有意義で、あろう。
③ 人生経験豊富な学生に対する教育であること
高齢者数脊では、専門分野においては教師の知識が勝っていても、「社会的経験jからくる知識は学生
の方が勝っている場合がある。それゆえ、教師と学生という立場の違いを超え、積極的に討議をさせる「ゼ
ミナール形式」あるいは「ピアーティーチング (peer teaching) J、つまり円中時間士で教え合う」方法の
授業が導入する可能であり、学生各自の得意の分野に関してj順番に発表してもらうやり方を「自由な雰癌
気の学習」が可能になってくる。
(2) 日本における高齢者数警の政策とその分析
1965年「高齢者の教育・学習」を支援・推進しようとする意留は、社会教育の領域では「高齢者学級委
嘱事業jの成立という形に一先ず、具体化する。 1990年生涯学習の振興のため、施策の推進体制などの整備
に関する「生涯学習指興法jという法律を制定した。同j去に基づき、生涯学習審議会などが設置され、生
涯学習推進センターなど推進体制の整備を留りながら、生涯学習関連施策に関しての運営を行っている。
生涯学翠のための具体的施策は、①普及・啓発と情報提供、②多様な学習機会の提供、③能力・学習成果
の評価である(図表7)。
高齢者のほとんどは、元気に暮らしているという現状である。したがって、現在の健康を維持しつつあ
り、いつまでも若々しく生きがいを持ち、地域の人々との触れ合いの中で、 f健康づくり対策Jや長年に
62高橋泉 (1999) í高齢者教育の意義と課題J 仙台白百合女子大学紀要~J Vo1.3， pp.97ω103。
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図表7 日本における生涯教育の施策
(1)普及・滋発と情報提供
(2)多様な学習機会の提供
(3)能力・学習成果の評価
-フェスティパルなどの開催
-各種の普及鹿発の実施
-情報提供システムの充実
-学校教育の充実
.社会教育の充実
・スポーツ活動
-文化活動の推進
-その他の学習機会の拡大
-技能審査事業の拡大
-大学などでの単位認定の拡大
-採用などにおける詳倣システムの改善
*出典:日本内閣府(初日7)r平成18年版 (2∞6年版)高齢社会白髪j
(http://www8.cao・go.jp/kourei/shitepaper/w-初06/zenbunl18index加 nl)を整理し、作成。
わたって蓄積された「知識jや f技能Jを積極的に活用できるボランティアと文化的活動などの「生きが
い対策jをより…麿充実させることが重要である。特に、生涯教育の一環である「高齢者教育jのような
「生きがい活動・社会参加Jは、基本的に個人の裁量に関わる問題であるが、個人では解決できない基盤
設備や環境づくりは、地方自治体の行政を中心に多様な機関・国体が一定の役割を担うことが求められ
る。
また日本においては、国塊の世代が生涯キャリアのパターンからの離脱への対応、として、「生涯教育J
は重要な政策の 1つとなるであろう。今後、日本においても年金支給調始年齢が65歳から引き上げられる
可能性とともに、年金が支給された後の高齢期のみに焦点を当てるのではなく、それまでの仕事で蓄讃し
てきた職業能力を維持し、あるいは能力を新たに開発する上でも、生涯職業キャリアを見通した「能力開
発Jの機会を提供していく仕組みは不可欠であるへそのため生涯にわたり、年齢に関わらず受けること
のできる教脊制度の構築として、職業能力やNPO活動が求められる「生涯教育jは、これから重要な教
育政策の柱となるであろう。
(3) 日本におけるシルバー人材活用の機涜
日本の高齢者が、就業やボランテイア活動を始めとし、様々な活動を通じ、多様な可能性に挑むことを
可能として、その経験と能力の発捧を促すことは、高齢者自身はもとより高齢化の進展と人口減少という
問題に直面している日本の社会経済にとって、極めて重要な課題である。ここでは主として、内閣府(2006)
f高齢者の社会参加の促進に関するアンケート調査J、及び「シjレバー人材センター調査J(2006)や「シ
ニア海外ボランティア調査J(2006)の結果を用い、企業、NPOボランティア活動、シルバー人材センタ一、
シニア海外ボランテイアなど4つに分け、現在日本におけるシルバー人材活用について記述している。
に、日本シルバ一人材活用による「企業調査Jを述べてみよう。内問府の f王子成17年 (2005年)の
政策研究」によると、企業を含める f高齢者の社会参加の促進に関するアンケート謂査jを実施した。 2007
日前回信彦 (2006)rアクテイブ・エイジングの社会学iミネルヴァ書房， pp.201-2020 
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図表8 i悶塊の世代Jの退職の企業活動への影響の有無
o 20 40 60 80 100(%) 
*出典:日本内閣府 (206)i;お齢者の社会参加の促進に関するアンケート調査」企業調査、平成17年 (2005年)より引用。
年から、「団塊の世代(1947-1949年生まれ)Jは、定年退職である60歳に到達し始めるのを前に、つまり
12007年問題jを課題として、「労働力不足」や「技能の伝承jなど企業活動の様々な分野への影響が懸
念されている。特に、「団塊の世代Jの退職の影響については、今後の労働力人口減少社会に対ーする企業
の認識、会業が抱える課題などについて、見でみることにする。
内摺府のアンケ…トー調査によると、 f団塊の世代jの退職が与える企業活動への影響については、多く
の企業が「コスト軽減Jや「組織の活性化jという閣で、肯定的にとらえている。その背景として、「団
塊の世代j層の人員数の多さに加え、「年功的な賃金・処遇システム」の存在があると考えられる。
団塊世代の退職後の希望について、野村総合研究所の f団塊世代のセカンドライフに関するアンケート
調査J(2005)によると、 f仕事Jと「趣味Jの2つに整理できる。団塊の世代は、退職後の就労意向は78.2%
と極めて高く、就労希望の理由としてはJ経済的理由J(60.9%)とともに「体や脳の活性維持J(62.7%)、
就労形態としては、「定年延長・継続麗照」を望む者が39.4%である。一方、団塊世代の個人的な趣味の
多推性は広がり、より年長の世代に比べ趣味に対する「積極性jと「充実度jは確実に高まっている。シ
ニアプラン開発機構の調査(1992)(1997) (2002)射によると、年齢が高くなるにつれて「社会的な有用感J
を生きがいの意味と捉える傾向が高くなることと、各調査においても団塊世代の fボランテイア意向」は
決して低くないことが明らかになっている。社会では、団塊世代が退職後に地域社会に貢献することを期
待している。すなわち「職業経験の豊富な優秀な人材が地域社会に廃ってくる(松本， 2005)65Jという
みがたれている。つまり団塊世代が身に付けている貴重な「知識ム「経験」、「ノウハウjの伝承に対する
具体的な施策も必要となろう。
第ニに、日本シルバ一人材活用における INPO調査」を見てみよう。内閣府の「平成17年 (2005年)
の政策研究」によると、 NPO活動に関する高齢者の意識を見ると、高齢者の47.3%がNPO活動に関心を
有し、 60~64歳に眠ってみると、 6 割近くが鰐心を持っている。一方、実際に参加している高齢者は、 3.6%
と少数にとどまっている。このことから見ると、多くの高齢者が自らの知識や経験を生かした社会参加を
望んでいるにもかかわらず、必ずしも具体的な活動には結びついていない状況が伺われている。
そして fボランティア活動の参加理由J(複数回答)の調査によると、「自分自身の生きがいのためjが
67.7%でもっとも多く、「色々な人と交流できるためjが58.3%、f自分の知識や経験を生かす機会がほし
かったためJカ'42.6%と続く。一方、「報観Hを得たいから」も12.9%である。また、日本内需府2004年に
行った「高齢者の日常生活に関する意識調査Jにおいて、「関心のある NPOなどjの活動分野を見ると、
「まちづくりの推進を図る NPOJが8.1%と最も高く、続いて「シルバー人材センターなどjが7.5%と
制シニアプラン偶発機構 (192)(197) (202) サラリーマンの生活と生きがいに関する調査:サラリ…マンシニアをゆ
心としてj第I問調査報告一議、第2回議資報告書、第3回読査報告議。
師松本?博専之 (ω20∞05ω) rぶきん3主地i窓域経i済斉前r研好究所調至変Eレポ…ト (www.b加u屯則E到in叩唱引E釘ri.co∞O仏.伊)九。
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図表9 各種NPO活動に対する関心
まちづくりの捻遂を留るNPO
シルバー人材セン合ーなど
保吉室、医療又lま檎祉の悩迭を図るNPO
機淡の保全をIlilるNPO
子どもの健全育成を図るNPO
学線、文化、芸綴又1;1:スポー ツの捻遂を図るNPO
社会教替の捻遂をIlilるNPO
人権の綴霊童又は平和の推進を図るNPO
医罪事協力を実施するNPO
その{出
NPOなどに関1[."はない
祭回答
???
?
】?，?，
5.9 
5.3 
4. 
。
68.2 
5 70(%) 
えz出典:日本内潟府(206)I高齢者の日常生活に関する意識調査(平成同年) (204年)Jよりi5lfl。
(注):複数回答。
なり、 f保健、医療又は福祉の増進を図る NPOJが7.4%、「環境の保全を留る T叩oJが5.9%、f子どもの
健全育成を関る NPOJが5.3%などの}IJ震となっている(関表9)。
さらに INPO間体での高齢者の活動状況jの調査によると、「事務局業務jに関しては、「高齢者以外
活動していないjが8.4%であり、「他の世代よりも高齢者の方が多く活動しているJが18.7%、「どちら
も変わりなく活動しているjが20.0%で、合計は47.1%である。また、「現場におけるボランテイア活動
の実践jに関しては、それぞれ5.7%、20.1%、26.8%、合計は52.6%である。このように、?仔0活動へ
の参加者数においては、高齢者は主力ないし、他の世代と何等の活動状況にあるといえる。今後、高齢化
が一層進麗していく中では、仮にNPO活動を通したボランテイア活動の機会が、十分確保されない場合
には、「意欲jと「能力jを持った高齢期の人材が、有効活用されていないことになる。したがって、有
能な人材を地域で発見することから、さらに良資な活動の場の拡充が一層求められている。
に、シルバー人材センターの活用について述べる。シルバー人材センターは、 f自主・自立・共{動・
共助Jという理念のもとに、 f生きがい就労の場Jとしての役割を果たしてきた(国表8)。その理念を掲
げJ高齢者として社会に支えられるのではなく、社会を支え、互いに助け合う精神を大切にしている。勺
2003年度末、シルバ一人材センターの会員数は、約77.2万人である。契約金額は、約3，066億円に及んで
いる。その後、シルパ一人材センターは拡大を続け、 2005年には毘本全国で約1，600カ所、東京都内では
58カ所設置されている。
そして、シルバー人材センターのシステムについて、「会員制とその働き方jや「仕事の穣類と内容J
の2つに分けてまとめた。まず「会員制とその儲き方jについて、シルバ一人材センターに参加する高齢
者は、会員として登録し、仕事の提供を受けると同時に、社団法人の構成員として、一人ひとりがシルバー
人材センターの運営主体となる。だいたい60歳以上で、健康で鋤く意欲があれば、誰でも自分の居住する
地域(区市町村)のシルパー人材センターの会員になることができる。実際、会員の中心は、 65歳から74
歳までが多いようである。会費は、 l 年間に600円 ~2 ， 000悶となっている。
「仕事の種類と内容Jについて、多くのシルバー人材センターが行っている仕事内容として、①管理(マ
ンション、自転車置き場などの管理)、②軽作業(公園の清掃、ポスター貼りなど)、③サーピス(観光ガ
イド、子育て支援、介護サーピスなど)、④技能(芝刈り、植木の手入れ、大工仕事など)、④事務(受付、
前吉田徳博 (205)Iシルバー人材センターにみる潟齢者の就業と地域社会への貢献Jr法律文化j通号256，p.25o 
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図表10 シニア海外ボランティアの「活動分野jと「派遣時年齢j
エネルギー
1% 
部門別累計 派遣持年齢耳目
*出典:rシニア海外ボランテイアJホームページ (2007)(http://www.jica.go・.jp/activities/sv/)より引用。
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宛名書き、毛筆筆耕など)、⑤専門・技術(趣味の教室の講師、パソコン、経理事務など)、⑦折衝・外交
(検針、集金など)という 7つの分野に分けられている。その他に、レストラン経営、葬祭業、ビデオ作
製などのように、各センターの特徴を生かした仕事が工夫されている。
2007年現在、国境退織の年が始まり、国塊の世替の先頭集聞が60歳となり、シルバー人材センターに入
会するようになる。その f受け入れ体制」をどうするか、「ホワイトカラー」を大多数とする団塊の世帯
に提供するような仕事があるかという新しい課題が出てくる。シルバ一人材センタ…の今後の諜題は、 f闇
塊の世代の受け入れJであろう。
最後に、シニア海外ボランティアの現状を述べてみよう。中高年層の海外技術協力の一環として、
な知識、経験、能力を身に付けて活用し、かつ途上国の発展に貢献したいというボランテイアを有する中
高年を海外に派遣する「シニア海外ボランティア事業」などを独立行政法人間際協力機構を通じて実行し
ている。
発展途上国に人々のために、自分の持っている「技術りや f経験」を活用したく、強い意欲を持ってい
る方を派遣し、支援するのが「シニア海外ボランティアjの事業である。 JICAシニア海外ボランティア
の応、募職種によると、「計画・行政J、「公共・公益事業J、「農林水産J、「鉱工業J、「エネルギー」、「商業・
観光j、「人的資源J、「保険・霞療J、同士会福祉jなど9つに分類している。派遣されたボランティアの総
数は、 2007年現在まで、 3 ， 101名であり、現在もなお651名が活動している。参加者の年齢制限は40~69歳
である(閣表10)。
シニア海外ボランティアは、発展途上国の公的機関などに所属し、指導、助言、調査を通じ、発展途上
国の人材育成を留り、ひいては間づくりに協力している。それに、発展途上国の側は、日本にシニア世代
の持つ高い技術力に大きな期待を寄せている。過去に派遣されたシニア海外ボランティアは、異なる
や'慣れない生活習d慣といった壁を越え、ボランテイア活動に従事しており、発展途上自の政府からは高い
評髄を得ている。
(4) 日本におけるシルバー人材活躍の政策とその分析
1975年、東京都は「高齢者事業団」を発足させた。その趣旨は「事業対象者の年齢の上眼は設けず、生
計のための雇用とは異なる勺ということであり、広い意味は「知識と経験を発揮して働くことを望んで
いる人たちに、その機会を確保すること呂指すものJとされた。「雇用Jの意味内容を、「高齢者の観点」
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から捉え、地方自治体として具体的な取り組みを開始したことは、社会教育事業の可能性という観点から
も着自しえるものであったといえよう。 1976年『社会教育j学術誌では、「生涯設計計閤」の構想、者松原
治朗の文では、中高年齢の「能力開発」の重要性と f退職準俄教育jの意義に関する論弁が掲載される品。
1978年文部省は、「高齢者の社会的役部を高めるとともに、社会教育における指導患の充実を閣るため、
優れた知識、技能を有する高齢者を募り、必要な研修を行い、社会教育活動の指導者として派遣するJと
いう趣旨から、地方自治体が実施する「高齢者人材活用事業Jに対する檎助事業を開始している。
地方自治体が実施する「高齢者人材活用事業」は、「生計のためではないJという趣旨前提として、 f人
材」の「登録・派遣jという形態・方法の留において、東京都が実施する「高齢者事業関」の事業と類似
するものである。それに既に地の省庁でも、それぞれ高齢者の「能力活用Jのための施策 していた
中での開始であったが、それぞれで「活用の場Jを開拓・所管することの非効率が指摘され、「施策の一
元化jの必要性があると提言された。この一連の事業の意義については、組織的活動に f高齢者卒業団」
の事業や個人的活動に f高齢者人材活用事業」がそれぞれ対応、し、ともに「高齢者の社会参加Jを推進す
る戦略的な意味を持つなどと位置づけられたのである冊。
高齢期においては、健康や経済状況などにおいて、生活の多様性が見られるため、企業での雇用継続だ
けでなく、そのライフスタイルに応じた多様な働き方を可能とする制度の構築が求められている。実捺、
定年退職後は会社から離れ、事業を起こしたり、地域賞款のためにボ、ランテイア活動を行うといった多様
なキャリア形成の志向が、高齢者においても見られる(田中尚輝， 1999;加藤仁， 2003)へとりわけ近年、
年金支給年齢の引き上げにより、日本政府は企業の定年年齢の51き上げや雇用延長への働きかけなど、積
極的に高齢者の濯毘継続を促進する方向で政策展開を行っている九また日本企業自身が f高齢者の雇用
延長Jを試みた事例がある。例えばニコン (Nikon)は、 50歳以上の社員を対象とした「転籍制度jを設
け、定年を65歳に延長し「終身雇用Jという日本的雇用の長所を生かしているということである
ところが、 165歳現役社会Jという政策理念においても、その中心的課題は企業における雇用延長であ
り、企業家やボランティア活動など多様な働き方への具体的なシナリオは明らかにされていない。そのた
め、雇用継続という企業労働を中心とした働き方への支援だけでなく、 NPOやボランテイア活動などの
「ベイ (pay) されない労働=アンベイド・ワーク・アクティビティ (unpaidwork activity) J、あるいは独
立開業のような企業組織から独立し働く「起業家としての労働jなど、高給者のライフスタイルとライフ
コースにあわせ、「多様な働き方」を支援するという視点が、政策レベルにおいても必要とされていると
いえるであろう。
3 台湾における老人教育と老人入力活用
(1) 台湾における老人教育の沿革と現況
台湾における老人教育は、 f初創期jの老人教育 (1978-1980年)、「福祉サービスj向けの老人教育(1981
67小山紹作 (1980)r高齢者事業団i磁文社， p.188o 
国松原治朗 (1976)I高齢者と社会教脊Jr社会教育 1976年8月号。
印野王寺正也 (1979)I高齢者人材活用卒業の実態と課題J社会教育J1979年10月号， pp.1l-16o 
河沼I宇品3締 (1999)I定年退職者が創造する新しい社会Jr定年後…もうひとつの人生への案内j岩波書:J苫， pp. 196-206 ;加
藤仁 (2003)rたった一人の符挑戦ー早期退職者55人行動ファイ jけ讃売新間社。
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れた(日本労働省， 1997)。
ηf日本経済新聞j2003年3月29B付申月刊。
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-1988年)、 r*冬身教育(lifetimeleami時)J向けの老人教育という 3つの沿革時期に分けられる。
最初1978年台湾基督教(キリスト教)女青年会は、「敬老尊賢Jという美穂を提唱し、「老人の余暇活動j
や「老人の健康・生きがいjを促進するために、「青藤倶楽部Jを都立している。その倶楽部では、各撞
の講座や技能、芸術学習、娯楽活動などの講産を通し、「老人の再教育Jの機能を発揮しており、台湾の
老人教育の先駆といえるであろう。
1980年台湾政府は、「老人福利法jを公布し実施している。この法律によると、地方自治政府は「老人
教育Jと「老人の社会参加jを増進するため、協力することが要求される九 1982年高雄市政府(地方自
治政府)は、台湾キリスト教女青年と協力し、「長青塁手苑Jつまり「老人大学Jという初めの形式を開設
した。向時に、老人の知識や知恵、技能の継承と伝授を奨励するため、 NPO団体として台北市財団法人
慈銃社会福利基金会が「還齢皐閤jを設立している o 1983年台北市政府は「台北市長青挙苑Jを設立して
いる。この時期は、「福祉サービスJ向けの老人教育に力を入れていた。
1989年台湾における第6次全国教育会議は、「建立成人教育謹系，以遠全民教育及終身教育目標。」と決
し「終身撃習法Jを公布し実施している。この法の制定により、政府や各教育機関は社会的弱者に対す
る終身学習を受ける権利を保障するために、積板的に終身学留の政策や計問、活動などの案を立てながら
「社区大学 (community college) Jを広く設立するようになり、お年寄りの学習機会が増加していく。問
時に台湾政府は「老人教育費施計童jを制定し、その内脊では「老人の基本教育j、「老人の専業知能J、「老
人の健康保健」、「老人の余暇生i出、「老人の生活倫理Jという 5つである。民時団体も穣極的に「老人終
身学習jを大衆化し社会に広めている。この時期は、「終身教育J向けの老人教育で、ある。以上台湾にお
ける老人教育の発展からみると、とくに近年台湾の老人教育は、政府と民開の社会法人団体などの協力が
樟めて重要な役割を果たしている。
1980年代以降、台湾の老人教育は、社会の発展と変化に応じ、かっ台湾の老人のニ…ズにも応じ、教育
の内容はほぼ2つに分けられている。それは、 f碁礎課程」と「実用課桂jである。「基礎課程jには、「生
活と法律J、「人間関係j、「心理衛生」、 f老人福寺山、「時事分析」など5つの課税がある。一方、「実用課
税」には、「文学と歴史j、「社会と経1剤、「言語学j、「生活と芸術J、「儒生と保健」、「テクノロジJなど6
つの課程がある。現在、台湾の老人教育は、福祉サービス向けの教育であるため、老人は自ら各種の社団
活動を企画し、参加することが奨励されている。その目的として、組織団体を自治させたり、潜在能力を
啓発させたりし、「老扶老、老助老、老娯老Jという自標を達することである。
(2) 台湾における老人教育の政策とその分析
台湾の老人教育については、〈中華民闘(台湾)老人椙利法〉には、第一章第三条第三項において、「教
脊主管機関:主管老人教育、老人職務之人材培育輿高齢化社合教育之規翻、推動及監督等事項。jという
法律を制定している。それに、同法の第三章第二十六条においては、老人教育に関する内容を定めている。
その自的は、老人教育に関わるテレビ・ラジオの番組や出版品、老人学習向けのテキストを研究し開発し、
社会教育ごに関する学習活動を提供し、かつ退職後の準備教育を提供しているということである。
さらに、「中華民閤(台湾)社会教育法第一条Jには、「社舎教育依憲法第一百五十八イ|条及一百六十三篠
之規定，以賓施会民教育及終身教育為宗旨。Jがある。また老人補利法第十九条においては、「有関機関題
73中主官民間(台湾)老人福利法jでは、 f老人教育jについて「各省市、!孫子行主管機関藤被告警察設立並奨励灘王室老人燦幾，
聯誼和綜合性的破務，以鼓絡!老人参奥社会、教育、宗教、墜術害事活動。Jと笈定されている(中毒芸民間・老人福利法第7
条、第18条及び第四条， 1980)。
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龍臆鼓殴老人参奥社合、教育、宗教、準術等活動，以充費者人的精神生活。」がある。以上記述した老人
教育に関わる法律からみると、台湾の老人教育は、 f全面教育jや「終身教育jという 2つの部分を中心
とし、政府により主導され、社会闇体は政府と協力し、「公設民替jの方式で経営し続けている。対象は
老人だけでなく、老化していく中年者、また老人の家族などに、「老人教育Jに参加することを勧め、「老
人教育jに対する「上下互動(世代簡の交流)Jが期待されている。
(3) 台湾における老人人力活用の概況
中華民国(台湾)行政院がまとめたレポート (1996年)によると、今後高齢者を雇用する予定は、以下
のような4つの調査結来(提数回答)であった。①今後高齢者を新規雇用する予定がある食業の割合は、
わずか1.34%であるのに対し、予定がない食業は、 98.66%にも上がった。②就労時間に関して、フルタ
イムを希望する企業は最も多く、 73.27%を市めている。③関連する知識及び経験が必要であるとする企
業は、 14.63%である。また、求められる教育レベルを高卒とするのは、 50.82%であり、中卒とするのが
41. 98%であり、大卒以上は7.2%である。④高齢者を濯用したくない理由として、挙げられているのは、
適切な仕事がないというのが59.86%であり、入手が足りているとするのが52.80%であり、効率が悪いと
するのが27.33%であり、訓練が難しいと感じているのが22.19%である。その他に、人材に関する情報が
ないのが13.54%であり、コストが合わないとするのが10.26%を占めている。
この調査から12年経った現在 (2008年)、高齢者を麗用するニーズが依然として少ない。それよりもむ
しろ近年の台湾の産業構造のハイテク化および失業率の上昇が問題であり、高齢者の就業はいっそう閤難
になっている。とくに産業構造の変化は、高齢者に深刻な影響を与えている。台湾の産業は、従来農業と
工業を中心として発展してきた。しかし近年サービス産業の睦盛に伴い、農業や工業が後退しつつある。
中華民間内政部の調査資料によると、農業部門の就業者は、 1979年の21.26%から1999年には8.27%へと
減少した。工業部門も同じく41.61%から37.21%へと減少した。一方で、サービス産業は、 36.93%から
54.52%へと大幅に増加している。高齢者の多くは、農業や製造業関係に従事してきたため、このような
産業構造の変化で、仕事を失ったりする人は少なくない。産業構造の変化が、高齢者の再就職の障壁となっ
ているのは間違いない。
台湾では、 r60歳を定年退職勺年齢とする日本と向じであるが、定年後に日本のように再就織する高齢
者は少ない。それは、雇用者倶1カミらのニーズが少ないほか、台湾企業の特殊な経営形態や台湾社会に根付
いている日需教的観念」が影響している。台湾の人々は、とくに男性は、自分の会社を持ちたいという顧
望が強い。起業または創業当初は、家族と親戚を中心に運営し、いわゆる「家族経営Jのパターンが多い。
また多くの経営者は、事業が軌道に乗り、ある経度の安定性を確保できるようになると、子供らの世代に
を譲り、顧問的な立場になる。これが、台湾高齢者が定年後に再就職しにくいことに繋がっている。
(4) 台湾における老人人力銀行の政策とその分析
台湾の老人就業に関して、〈中華民間(台湾)老人福利法〉では、「勢工主管機関:主管老人就業免於j技
視、支援員工照顧老人家麗奥照顧職務員技能検定之規説、推動及監督等事項。」と規定している。台湾の
老人福利法には、全体的に見れば、老人就業に関わる老人福利法は、また不完全である。今後、高齢化が
して進んでいる台湾社会に対して、台湾政府は、積権的に老人描利法を制定しなければならない。将
74 2008年4月に中華民図(台湾)行政院(内閣府)労工委員会は、高齢化社会における台湾人が平ー均寿命が76歳 (2006年統
言りであり、また「少子化(宵R1.l2)(2006年)Jの衝撃に対応するため、健康状況が良い中高年約者が働き続けられて
もらうように、定年退職の年齢に対して、あらためで i60歳を定年退職jから i65歳を定年退職」へと規定されている。
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来、台湾老人人力活用における政策の組み立てについて、以下のように説明している。
老人入力資源を有効に活用すれば、社会の全体的発展のメリットになるだけでなく、老人が家族と社会
に頼ることを減少し、老人も社会から尊重を得られるようになる。また、老人に対する身体的・心理的健
康に良い影響を与え、老人に対するイメージもポジテイブになってくる九したがって高齢社会に対応し
て、楊孝諜 (1996)は「積極的老人福祉法Jゃ「全国的老人人力銀行の組織の設立j、「ボランテイア活動
のネットワークの設立」ゃ「自主的な高齢人材活用jなどの4つ政策をシステム的に計画し制定する必要
があると提唱した。以下、その計商について街潔に整理してみよう。
第一に、「額極的老人福祉法jを制定することである。今後、老人福祉法には、「老人の仕事権利jを加
え、その「老人の仕事権利jを保護するために、明確的に法律を制定しなければならない。老人の仕事権
利を保護するため、①老人の生存権と生活尊厳、②老人の仕事権利を保護し、年齢惹別 (agism) を防ぐ
こと、③65歳以上老人雇用の奨励、④老人入力銀行の設立、④老人ボランティア活動内容の組立てという
5つの法律を構想する必要がある。
第二に、全館的老人人力銀行の組織の設立ということを説明してみよう。実際、台湾における北、中、
南、東4つの地域では、 f老人人力資源活用センタ…jを成立し、それらのセンターの中では f老人人力
銀行jを設置している。「老人人力資源活用センターJのスタッフ又はソーシャルワーカーは、中高年齢
者の退職 l年前には、積極的に倒人の情報、例えば職業、専門、経済状況、家族、生理的・心理的健康状
況、希望収入・場所・仕事の時間、興味などを収集し、老人人力銀行にデータとして作成し保存している。
そして、収集した中高年齢者の情報デ…タを分類している。さらに「老人人力資源活用センタ-Jも中高
年齢者に、退職後センターに主動的に連絡しもらい、再就業や地域社会に貢献することを勧めている。
また女性高齢者は、男性高齢者より平均寿命が 7~8 年長く、生きがいで地域社会の貢献のために、女
性高齢者の能力活用が重規されるすべきである。現在「老人人力資源活用センターJは、女性高齢者の再
就業や社会貢献のために、穣極的に女性高齢者の人材開発のトレーニング課程を作成し、試行している。
ーに、ボランテイア活動のネットワークを設立することを説明してみよう。今後、台湾政府は、高齢
者に対する政策又は福祉サービスのレベルを向上するだけでなく、民間の人力や財力などの資椋を活用す
ることは重要である。特に、「家薩j や「社~J (community)を中心とする「福祉サービスのシステムJ
を構築し、「公権力 (civilright) Jを有効的に発揮し、「民間jと「社医jの資源を充分に利用し、「家庭の
機能Jを有効的に発揮することは、未来の社会システムの理想的形態である。その中で、最も重要な要素
として「ボランテイア活動システムJを講築する必要がある。
台湾で開催された r21世紀向けのボランティアサービス活動会議(迎向二十一世紀志願服務舎議)Jの
中では、 「ボランティアサーピス活動のネットワークJ及び「完全的な教育司i締結果程jを構築することは、
未来のボランティアサービス活動に対して、必要な条件であると決議されている。すなわち、民衆にボラ
ンティア活動に参加することを勧めながら、「教育訓練jを行うことを通じ、ボランティア活動の専業性
とサーピスの質の向上を目指している。特に、 65歳以上の老人は、心身的に健康を維持すれば、ボランテイ
ア活動に参加することを勧め、老人人力資源の活用の良い道となる。
最後に、自主的な老人人材を活躍することを述べてみよう。老人人力資源の中では、退職前社会の中堅
又はエリートは、例えば、国家公務員、会業管理者、経営者、教授、弁護士、文化・芸術的人間国宝など、
自らの経験を「口述歴史jの方式で保存し伝家し、あるいは関家のシンクタンク(めink-t釦 k)や特別顧
問として、国家や社会に影響力を与え、貢献し続けていることが期待されている。
i5楊孝様 (1996)r老人入力資源之規劉輿老人人力銀行J<社主H違反季初第七十間期)， pp.79時860
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4 高齢者能力の発展に対する今後の人材開発
(1) 地域社会におけるシJレバー人材開発
「シルバ一人材能力開発Jは、すなわち「中高年齢者能力開発Jとも呼ばれる。ここには、 WHOによ
る「ライフスキル教育Jやアメリカ学者 Daniel Golemanが提唱した「社会的知性」の理論や方法に基づ
き、「シルバー人材能力開発jに対する教育や訪1練などの方法を活用する可能性について説明してみよう。
まず、「ライフスキル教育Jについて、述べてみよう。「ライフスキル教育jは、一般的なライフスキル
の指導を基盤とし、重要な f健康Jあるいは「社会問題Jに関連づけ、スキルを練習することであると
WHOは定義している九ライフスキルηは、すでに世界中の多くの由々で指導されている。いくつかの学
校、 NGO・NPO闇体、宗教由体などでは、先進的な取り組みが施行されている段賠であり、さまざまな
年齢の学生にライフスキル教育が実施されている。
「ライフスキル教育jで使用される指導法については、「周間の人からどのように学習していくかという
知見」に基づく教育指導法である。すなわち、 Bandura，A. (1977)が提出した「社会的学習理論 (socialleam嶋
ing th巴ory)勺である。「社会的学盟理論jにおいては、学習とは積極的に経験し、経験したこことを消化
し、再構成したものであると解釈される。
「ライフスキル教育」においては、ダイナミックな指導・学習過桂に、学生・参加者たちは「主体的にJ
参加する。この主体的参加学習を促進するための方法とし、グループやベア (pair) の活動、ブレーンス
トーミング (brainstorming)79、ロールプレー (roleplay)油、ゲーム、デイベート (debate) などがある。ラ
イフスキル教育の岳的は、ライフスキルを適用しようとしている特定の生活状況に関わり、どんな考えや
知識を持っているか、教師が学生・参加者たちと一緒に探求することである。学生・参加者たちが、提起
された開題に関し、小グlレ…プまたはベアで詳しく披討することが求められる。次に学生・参加者たちは、
短いロールプレーのシナリオ (scenario) を作り、スキルをさまざまな状況に適用する練習をする。実際
にスキルを練習することが、ライフスキル教育では、不可欠な要素である。実際、日本において高齢者大
学がこの教育指導方を用いる場合が多いが、その指導法は高齢者に対する「学習的な効果Jがあるかに関
する科学的研究は、まだ少ない。
次に、「社会的知性 (Social Intelligence) Jを養成することを述べてみよう。高齢者教育においては、ラ
イフスキル教育を行いながら、「社会的知性jの養成をすることは、地域社会におけるボランティア活動
やまちづくり参碩などに、適当に活用すれば役に立つであろう。アメリカ学者 DanielGoleman (2006)81を
76WHO，L俳SkillsEducation in Schools， Division of Mental Health， World Health Organization， 1994;) 1熔徹朗・西岡伸紀・高石
@l，弘・石川哲也監訳 (1997)rW日0ライフスキル教育プログラムj大修館番庖， 1997， pp.12-15o 
η「ライフスキル」に関する10つのスキルは、①意思決定 (decisionmaking)、@問題解決 (problemsolving)、③創造的思考
(creative thinking)、命批判的思考 (criticalthinking)、⑤効果的コミュニケーシヨン (e偽 ctivecommunication)、⑤対人隠係
スキル (interpersonalrelatiouship skils)、⑦自己意識 (selιawareness)、③共感性(巴mpathy)、@I育動への対処 (copingwith 
emotions)、⑬ストレスへの対処 (copingwith stress)がある。
お f社会的学習理言語 (socialleaming theory) Jとは、他者の行動とその結果についての「綴雲寺学習jに隠する知見を基礎とし
ている理論である (Bandura，A.， Socia! L回開ingTheoη， Englewood Cliffs， Prentice HaU， New Jersey， U.S.A.， 1977.)。
ηブレーンスト…ミング (brainstorming) とは、ある課題について、多様なアイデイアや提案を生み出すための創造約主義郎
活動である。意見をまとめる活動とは呉なるため、実施にl際しては、「他人の意見を批判しないj、「他人の意兇に便乗して
よいj、「短時間で行うjなどの特別原則がある (WHO，Life Skills Education in Schools， Division of Mental Health， World Health 
Organization， 1994 ; )11焔徹朗・商問伸紀・高石高弘ー石川i哲也監訳 fWHOライフスキル教育プログラムj大修館誉
庖， 1997， p.22とpp.50-51.)。
部ロー ルプレー (roleplay)とは、主として対人関係能力を評価したり、助けるために行われる活動である。学生たちは、実際
の生活に透過しやすい状況では、対処法を考え想定し、それにしたがって対処する役割引寅じ、対処法を再検討する (Ban-
dura，出d.)。
81 Daniel Goleman， Socia! Intelligence: The New Science of Human Relationships， Bantam Publishing， U.S.A.， 2006. 
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図表1 i社会的意識」の能力
-会閥的な「受容殺j
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霞表12 i社会的才覚jの能力
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社会的認知能力
提唱している「社会的知性」は、 f社会的意識 (socialawareness) Jと「社会的才覚 (socialfacility) Jとい
う大きな 2つの内容に分類されている。
「社会的意識」とは、相手の内菌を敏速に感知する能力から、他者の感情や思考を理解する能力であり、
また複雑な社会状況を把握する能力まで、広範な人間関係の認識が含まれる。「社会的意識Jには、さら
に次のような4つの能力が含まれる(関表11)。それらは「原共感 (primal empathy) J、「情動チューニン
グ (attunement)J、「共感的正確性 (empathicaccuracy) J、f社会的認知能力 (socialcognition) Jという 4つ
を含む。「社会的意識jを講成する各種の能力は、相互に関連し合いながら働いている。 f原共感Jや「情
動チューニングJの上に、「共感的正確性Jが成立し、この3つに支えられ「社会的認知能力」が育つ。
これらの「社会的意識jが基礎となり、次に述べるの「社会的才覚」につながっている。
豊かな人間関係を築くためには、他者の感情や思考、意留を理解する能力だけでは足りない。「社会的
意識jに「社会的才覚jが加われば、円滑で有効な相互作用が可能になる。「社会的才覚」には、次のよ
うな4つの能力が含まれている(留表12)0 i社会的才覚」は、「同課性 (synchrony)J、「昌己表現力 (self.向
presentation) J、「影響力 (influence)J、「関心 (conc巴rn)Jという 4つが含まれる。「社会的意識」も「社会
的才覚jも、基本的な「裏の道」の能力から、複雑な「表の道」の働きまで、広範的に表現する。たとえ
ば、「悶諒性Jや「原共感性」は完全に「裏の道」の能力であり、「共感的正確性jと「影響力jは「表の
道」と「裳の道」の能力が混ざっている。
人間の社会生活における知性を論じるには、以上に述べてきた要素をすべて考麗に入れる必要がある。
人間関係を育むこれらの基本的要素を捨ててしまえば、「社会的知性Jの概念は、「言十算高い知性Jばかり
を評儲し、 n鼠かい心jを無視する内容になってしまうのである。それに、「人時的価値jあるいは f人間
性 (humannature)勺を排除した「社会的知性jは、「影響力jや「コントロ…ル」だけの実用主義に盟ち
てしまう。 i社会的知性Jは、人生においてどのような時期でも、身に付けることが大切であると忠われ
ている。それは教育機関だけでなく、一人ひとりが自身で日常生活に様々な人やもの、ことなどに気を配っ
て心より理解してくれれば、自然的に身に付けてくるようになる。従って、シルバー・パワーがよりよく
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地域社会に活用されるために、インフラ設備(hardware)が推進するだけでなく、人々がお互いに理解がで
きるような思いやり、つまり「心のソフト・ウェア (software)Jも重視され、「社会的知性」を養うこと
が重要であろう。
(2) 食業におけるシルバー人材開発
本来「成人後の自己成長jは、 i1国人の責務jで行われるべきものであるが、「成果主義jの導入により
f自己責任意識Jが高まってきているとはいえ、成長を他人任せにするよりも、組織が讃極的に f能力開
発」に関与していくことに相当の合理性が存在するのである。
さらに企業による人材開発は、経営目的の達成に寄与するという枠の中であるが、「教育jと向様「能
力jや「態度Jの向上を図るものである。教育が人間の「成長jや「発達」を助成する作用であるとすれ
ば、人材開発も社員の能力の開発を助成する作用である。すなわち能力開発の基本は、各人の主体的努力
にあり、「仕事の目標Jと f戦略Jは必要とされる能力の方向付けに作用し、現場での仕事の実践は、能
力発揮の場であるとともに、現場的問題解決の訓糠や習熟による苦1練効果をも併せ持つ。さらに能力に関
わる「問題意識Jを喚起し、「新たな能力開発jへと方向づける場でもある。「経験j、iOJTJ、「研修jを
含むマネジメントは、それを助成するものとして、「自己学習Jや「自己啓発Jの意欲を刺激し方向づけ、
かっその活動を援助する。また「高度な専門力j、「創造力j、「戦略力J、「プロテー ユー スカj、「経営力Jな
どの能力開発も重要である。以下もう少し整理し説明する。
第一に、「高度な専門力」を開発することを説明する。知的の構成要素のうち、最も基本的なものは、
個人的・組織的に創造・蓄積してきた「高度な専門力Jである。企業あるいは綴織にとって、「専門力J
は「創造力jと「戦略カjの基盤でもあり、「競争力の源泉jである。企業において従来型の育成システ
ムでは、「ゼネラリスト (generalist)Jが優先されていたため、有能な者はゼネラリストを志向することに
なる。「スペシャリストJとして有能な者であっても社内における位置づけが低くければ、モラールが高
まりにくい。「真のプロjを育成するためには、高度な専門力を「プロフェッションjのように高く処遇
したり、ゼネラリストと関等に処遇したりするとともに、社内から高く尊敬される方策を確立し、 fスペ
シャリストへの求心力Jを形成すること、および「効果的な荷発策Jを展開していかなければならない。
第二に、「創造力」を開発することを説明する。「創造力jは、企業にとっての戦略的コア・スキルとなっ
ている。知力経営の差がつくのがのは、何よりも「創造力jである。創造力の本質、プロセスや開発の方
法は教示が可能であるが、創造力そのものは教えて開発できるものではない。したがって、企業における
創造力開発は、創造力の意義や隠発方法の教育、かっ創造力発障の場作りと環境の整備および各人が自ら
開発するよう動機づけすることである。例えば、「自由間違の風土」、「意志決定システムや柔構造の組織J、
「個性尊重・創造へのチャレンジを奨励する人事J、「研イl引などの創造力開発のインフラを、企業は整備
しなければならない。
ーに、「戦略力jを開発することを説明する。「戦略Jとは、そもそも「敵に勝つための方策jであり、
総合的な作戦計画である。戦争を全局的視点から捉え、各種の戦力を総合的に配置し、戦闘を運用してい
くことをいう。今日では、「白標Jを達成(戦争に勝つ)することの本質を捉え、「ビジョンと目標実現の
ための道筋jや「将来の基本的方向づけと資源配分パターン」のことを意味する。これは、ビジョン・自
間「人間性 (humannature) Jとは、 f人間の本性」ゃ「人間的自然Jとともに、諸個人の先天的・後天的な行動と意識の総体
性を示す概念である。社会学では、外的自然としての環境世界に対比される内的自然として、人々のパーソナリティ特性
の中の「衝動J. r欲求J. r感性jの総体化された表現という窓味であり、「人間的自然jという誇を使用することが多い(石
川晃弘・竹内郁郎・演嶋朗綴，高官掲著書， p.483.)。
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関表13 I戦路型人材の能力や資質J
標達成のためのプロセスや新たな価値を実現するシナリオを編み出すことである。
「経営の戦略化Jは、外部環境とのかかわりの中で、企業の将来方向を構想し、経営の意思を明確にし
た将来ビジョンやその実現の効果的な道筋を決定し、資源を集中し実践していくことである。経営環境の
変革などでは、新たな儲備を実現していくために、新しいビジョンと自標を設定し資源を再配分しなけれ
ばならず、「戦略的経営」が必要となる。戦略型人材にとくに求められる能力や資質は、「資質・実績j、「知
識・情報ネットワークJ、「戦略力j、「食業家マインドJである(図表13)0 I資質・実績」とは、深い考察
力、大局観、フレキシピリティ (flexibility)、チャレンジ精神、高度な倫理観などである。加えて、過去
の実績が高いことが必要で、ある。実績が高く信頼されていてこそ、周辺の巻き込みが可能になる。 月日識・
1育報ネットワーク」は、戦略の本質や方法に関する知見、さまざまな分野における戦略の成功、失敗例な
どの知識であるこというまでもなく、また幅広く最新の情報、とくに異分野の情報が欠かせない。マクロ
な統計的情報によるトレンドを把躍することが重要である。
第四に、「プロデュ…スカJを開発することを説明する。ここに述べている「プロテゃユース力」は、「ビ
ジネス・プロデユーサー (businessproduc巴r)Jとして、活躍する能力であり、高度な創造力に基づくアイ
デイアをもとに、新事業の創造や商品開発、新システムの構築などを企画し、異質とのコラボレ…シヨン
(collaboration) をリードし、実現する「総合力Jである。プロデユースを担う者には、プロジェクトの
中で実際に設計し、製作するオベレーション (operation)の役割を果たす者や、プロジ、エクトを発案し「総
合的なマネジメントをする責任者jが存在する。したがって、プロデューサーに対するプロデユース力の
要件が4つ求められ、「人を引きつける魅力j、「コーディネートカム「管理力」、 f起業家精神Jなどが必
要である。
最後に、「経営力jを開発することを説明する。経営環境が激しく変革する中では、世界大競争に耐え
得る「知力経営」を展開していくためには、 f経営のどジョンjを明確にし、戦略そ構築し、コア・コン
ピタンス (corecompetence) 83を確立していかなければならない。経営の方向を誤ると企業に決定的なダメー
ジを与えるし、コア・コンピタンスが確立できなければ、競争に勝つことはできない。その決i折は、厳し
く責任重大である。 21世紀の経営を担う経営者は、つまりトップ・マネ…ジャー (topmanager)、「知力経
営」をリードする「知恵Jや「エネルギー」、「行動力J、f多様な価値観を有する従業員」を統率する「リー
ダー型マネジメントJの概念が必要である。とりわけ、次のような6つの資質や能力が必要で、ある。それ
らは、①経営理念、②「深い、洞察力jに基づく「明確などジョンの構築Jや「コンセプト化」、③速い「判
回 fコア・コンピタンス (corecompetence) jとは、ある企業の活動分野において、 f競合他社を圧倒的によまわるレベルの能
力Jゃ「競合他校に真似できない核となる総カjを指す。 Gハメルトと C.K.プラハ…ドが1999年に Harv紅dBusiness Review 
Vol. 68へ共同で答稿した IThe Core Competence of the Corporationjの中で登場し、その後広められた概念である。彼らは、
f顔客に特定の利益をもたらす技術、スキル、ノウハウの集合であるJと説明している。具体例として、自動車産業が取
り上げられ、ホンダ (Honda)における「エンジン技術j(芝刈り機や除雪機から自動車までコア技術を幅広く展開)や、
フォー ド (Ford)寅収前のボルボ (Vo!vo)における「安全技術Jなどが、取りよげられている(フリー百科事典『ウイキ
ベディア (Wikiped凶Jhttp://www.wikipedia.orgl)。
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図表14 i人生の罰的jにつなが‘る 8:t葉自
項 日 特 徴
l 技術マニア -物事:の内部の仕綴みに興味があり、仕事上の問題を解決するために、技術を応用する方法を考えたがる。
2 定量分析マニア
-数字に強く、物事を解決するには数字が最良の方法であると考える。
-数字が主体となる仕事を楽しく感じる。
3 玉虫論人間
-理論に精通しているだけでなく、物事を抽象的に話すことを楽しく感じ
る。
-初めは予測できないことが多く、無から何かを作り出すことに生きがいを
4 創造的生産人間 感じる。
-創造力に寓み、新しい方法を生み出すことに熱中する。
-教えることに楽しさを見出す。
5 カウンセリング人間 -岩手の棺談にのり指導したり、アドバイスしたりすることに積極的であ
る。
-人と人間関係をコントロールし、人々と接することを好むため、職場の人
6 管理志向派 間関係に満足を見出す。
-結果を重視する傾向が強い。
7 組織のリーダー
-プロジェクトやチームを統率することに満足感を見出す。
-なるべく多くの責任を持とうとする。
8 アイディアマン -アイデイアを考えること自体を楽しむ。-アイデイアを書いたり話したりすることに喜びを感じる。
本出典:Butler， Timothy aud Waldroop， James，“Job Sculpting" The Art of Retaining Your Best People， Havard Business Review， 
U.S.A.， pp.179-204， 2001. 
断Jや「意志決定J、「実行力J、包経営に関する「専門知識Jや「グローパルな視点jで経営を遂行でき
る知力、⑤異費の価値観を有する知力人材を統合する「リーダーシップJ、⑥教養や人間性、⑦強い気力
やイ本力などである。
ここで、特に説明したいのは f教養や人関性Jである。そもそも教養や人間性は、高い専門性、幅広い
知識、深い洞察力などに加えて、人生観、価値観、世界観、歴史観、宗教観、倫理観などがベースとなる o
f文化理念の体得jや「創造的な知識・理解力の原点Jであり、優れた「経営理念Jゃ f哲学形成」をな
す。このような教養や人向性の向上は、本来髄人的課題である。しかし、現在の社会が「実利Jを優先し、
教養や人間性を軽視する風i朝が強まっている中で、ステークホルダー (stakeholder)制や社会に責任を有す
る経営者は、「人間的成熟Jを重視していかなければならない。
(3) 冨際社会におけるシルバー人材開発
国際協力とは、基本的に貧しい人々を助けるといった人道的視点が重要であり、開発に奉仕し、公的な
業務が多い。また、仕事を通じて同じ時代に生きているが、地域や分野の多様性を知る機会も多い。開発
援助を通じた大きな努力の割りには、開発途上国の状況は改善せず、忍樹も必要かもしれない。すなわち、
加の分野から国際協力分野に入ることもあれば、他の分野に転向することもありうると、柔軟な考え方が
必要である。
この部分には、「シルバー人材のキャリア・デザインと人生の目的」、「定年後の間際協力の人材要素と
&l rステークホルダー (stakeholder)Jとは、行政、 NPO、企業などの組織では、利答や行動に夜接・間接的な利害関係を有
する者を指す。臼本務では「ネj答関係者jという(フリー 百科毛祭典『ウィキペデイア(Wikipedia)J http://www.wikipedia.org/)。
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配慮」、「層際協力シルバー人材開発の今後の発展Jなど3つに分け記述する。
第一に、シルバ一人材の「キャリア・デザイン」と「人生の自的」について、説明してみよう。国際協
力分野での実際の業務は多くの部分から成り、それらが中高年齢者には自分の適性が一致しているか否か
を判i折する捺、まず「能力Jや「価値観jを考えなければならない。ここでいう「能力jとは、仕事に必
要なスキル、経験と知識であり、「価値観Jとは、自らのキャリアに対する満足度と関連しているが、収
入、知的探究心、社会的正義、社会的地位、安定、快適なライフスタイルなど、人々の持つ多様な価値観
という。
個々の仕事を行うことに関し、アメリカの学者 Butler，TimothyやWaldroop，James (2001)は、「人生の
自的」が重要でLあると述べている目。この f人生の目的jとは、心の情熱、性格や育った環境からも大き
な影響を受けるが、何をすれば幸せと感じられるかを決定付けるものである。仕事のできる人が必ずしも
自分の仕事に、満足しているとは限らず、人々が仕事で幸せを感じるためには、 f能力j、「価値観J、「人生
の目的Jの3つの要素が重要である。
Butler， T.やWaldroop，J.によれば、「人生の毘的jにつながる境目が8つある。すなわち、「技術マニアム
「定量分析マニアム「理論人間J、「創造的生産人間J、「カウンセリング人間j、「管理志向派」、「組織のリー
ダー J、「アイデイアマンJであり、それらの特徴は、図表14の通りである。それら 8つの要素であるが、
実際にはシルバ一人材の開発も、これらがいくつか組み合わされて通用していると思われる。
第ニに、「定年後の国捺協力Jの人材要素と配癒ということを述べてみよう。「定年後の間際協力Jとは、
50歳代後半から60歳代の年齢の人々が、国際協力の現場に参加されることであり、この年齢の場合は、退
職または定年退職した場合が多いため、それを一般化して呼ぶことである。国i務協力の分野は急、速に拡大
しながらも、専門職だけではニーズに対応した好適な人材が得られないことがあり、あらゆる場所で長期
の「在外協力者団jが求められている。現場で求められている好適な人材は、「業務に精通した人材Jと「周
辺分野への理解と応用の人材Jであり、この2つに分けられて説明する。
lつ自は、「業務に精通した人材jについて説明する。通常、公務員、民間企業を間わず、現場の業務
に請通しているのは中堅の人々である。彼らが、一時的にi殿場を離れ国際協力の現場に「協力jしてくれ
ることは望ましい。しかし実際、現在の日本の人事管理の実態からは、彼らが退職して国際協力の現場で
活躍できるのはせいぜい 1年間であり、長期派遣には対応できない。実際のところ、 2年以上の長期派遣
に対応できる人材は、 50歳代後半から60歳代の退職者集鴎が多い。仮に、現場の業務に精通した要素が求
められていれば、「定年後の毘際協力Jをする人は、その点を充分理解した上で可能な限り対応している。
2つ自は、「閤辺分野への理解と応、用の人材jである。まさにこの年齢の人材活躍が期待される。退識
者は、経験豊富でかつ広範囲な課題に対応できるという意味であり、活躍する場面は多いといえる。例え
ば、途上屈の要請が具体的項告を提示していた場合でも、在接的な業務に係ることだけでは、初期の目的
は達成できない場合が多く、周辺分野への理解と応用が求められている。
さらに f定年後の国際協力」の配慮に関して、少々述べてみよう。年齢を重ねるにつれ、それなり社会
的地位を得てからの場合、適応しにくく柔軟さが低い館向があり、「定年後の簡際協力jをする際には、
真剣に考麗しなければならない。それらの配慮は、「地域・社会の格差を認識すること」、「矛騎・非能率・
不便に対する寛容さ」、「意思疎通の不足J、「成果の強要を周遊すること」、「貢献の意識のメリットやデイ
出 Butler，Timothy and Waldroop， James，“Job Sculpting: The Art of Retaining Your Best People，" Harvard Business Review， U.S.A.， 
pp.179-204， 2∞1. 
拙「在外協力者jとは、国際協力の組織に「在J絡してはいないという意味であり、長期・短期を問わず、多くの方が「在
外協力」という形で思際協力の現場に参加している。
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メリット」などであるヘそれらの配慮への認識不足があれば、理想、と現実とのずれが生じる可能性があ
る。
最後に、国際協力シルバー人材開発の今後の発展はどのようになるのかについて、少し述べる。現代社
会における大学には、高度の職業能力付与機関という役割件あることはいうまでもない。これまで主とし
てそれは若い人を対象としたものであったが、これからは f社会人大学院Jや「シルバー大学院jなどを
整備充実させることが必要であり、大学の研究・教育活動を活発化させることだけでなく、高度な職業入、
あるいは社会参加活動の再教育にもっと貢献することが求められよう。大学、短大、専門学校などは、長
寿化社会の中で求められる「生涯能力開発社会」を実現するために、また中高年齢者には間際協力するた
めの能力づけるために、中核的な役割を果たす存在とならなければならない。
おわりに
本研究は、今後取り組むべき諜題が2つがある。 lつは「エイジングのフィロソフイの確立jであり、
もう 1つは「囲塊退職の世代jを中心とするセカンドライフの生きがいの分析が必要である。
まず、「エイジングのフィロソフィの確立Jということを述べる。「高齢者のマイナスなイメージを払拭
するために、高齢者の身体的・精神的・社会的・経済的な自立を図る「フィロソフィ」の構築が欠かせな
い(石川， 1998)曲。」要するに、施策に先行する「フィロソフィjや施策を支える基礎に相当するところ
の強化が必須ということであろう。
今後、「老人J又は「高齢者jというネガティブなイメージから「シルパー市民 (silver citizen) Jとい
うポジティブなイメージへと転換され可能性があるか議論してみよう。従来と異なって高齢者も社会のあ
らゆる場において、 f参加し行動する主体jへと高齢者観や高齢者橡が転換されている。日本では、「老人j
という呼び方は、さすがに少なくなり、高齢者へと移行してきているが、法律ではあいかわらず「老人福
祉法jと「老人保健法Jという現状である。台湾では、従来「日薄商山師」という中国語の熟語で「老人」
のネガティブなイメージも描かれている。
近年、日本でも台湾でも「老人」という言葉をようやく鑓わなくなり、より人間的・人権的尊厳にふさ
わしい「光齢者jや「幸齢者J、「銀髪族j、「松柏族jなどの用語が使用されれば、「社会的弱者jと「社
会的コストJというイメージを変えられるではないであろうか。
日本の超高齢社会においても台湾の高齢社会においても、今後元気な高齢者を「社会性jと「市民性J
をもった社会資源としてカウントできるような可能性を探れば、高齢者が増えることが、必ずしも経済的
に暗い社会を描く必要はないのではなかろうか。そして「社会性jや「市民性Jをもっ高齢者としての位
置づけは、高齢者自身の人権にとっても当然のことと考えられる。つまり高齢者を依存的で保護すべき存
在として始めから捉えるのではなく、「社会性jや「市民性jをもった「自立Jという高齢者で位置づけ
る「サクセスフルム「プロダクティブ」、「アクティブ」エイジングとして考えるべきという提案は、高齢
者の人権を尊重するという点からも重要な課題であろう。
次は、「団塊退職の世代」を中心とするセカンド・ライフスタイルの分析が必要で、あることを述べてみ
87岸本修 (1998)I定年後の国際協力J関際協力をめざす入にj古今蓄筏， pp.145吟152。
時間j議雅夫・西村周三・藤田綾子編 (2003)r超高齢社会と向き合うi名古震大学出版会， pp.2-160 
的「日簿商LIJ とは、夕日が1mに沈むというイメージである。人生の最後の段階に至る老年の時期で、社会的役に立たなく
衰退することを描写する。典故の出所は、李密のく陳情表〉には、 li旦以劉自立草西山，気息奄奄，人命危浅，車耳不E言、夕。」
と脅かれている。また{宋史}のく趨普傍〉には、 f護医巴日薄商山，鈴光無幾，麟恩幸虫歯，正在斯待。Jと舎かれている。
II!富山日務jや「西山日迫Jともいえる((中華民国(台湾)教育部国諾辞典)(2∞7) htp://140.111.34.46/chengyu!)。
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ょう。 2007年、日本における「閤塊の世代 (thebaby boomers)田の退職Jが始まり、今後日本の社会は様々
な影響が生じることが予想される。日本においては、戦後生まれの「団塊の世代jは、民主主義教育、個
人主義の思想、学園紛争などを経験している。一方、台湾の団塊の世代は、郷土文学、民主・社会運動、
現代化 .IT産業化などの「新しいライフスタイルの担い手 (constructor)Jとして知られている。
この団塊世代の人々は、第2次世界大戦後の急激な社会変化の中で成長し、過去のどの世代とも異なる
世代的特慣を儒えるに至った。この世代は、これまでの生涯を通し、高等教育の普及、女性の戦場進出、
大衆消費などの社会的・経済的・文化的な「新しいライフスタイルの推進者jであり続けている。そして
長い高齢期をほぼ確実に到来するものと予期し、意団的に準備し迎える最初の世代になるのである。
団塊世代が高齢者の仲間入りをする時、日本にも台湾にも高齢者の生き方やライフスタイルは大きく多
様に変化し、従来の「老人jのイメージには合わない「新しい高齢者のイメ…ジjも大いに変わることに
なる。また、将来は毘塊世代がどのような社会的役割を果たすか、毘塊世代の経験をどのように活用する
か、社会的なシステムにどのような影響を与えるか、という新しい課題について取り組む必要がある。
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